
第２章

子どもが大切にされるまち



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

37,631千円

R5予算現額

37,734千円

R4正規職員人件
費

0.75 人

6,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

5,039,713千円

R5予算現額

4,528,209千円

R4正規職員人件
費

2.10 人

16,804千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.10 人 評価者

～ 16,970千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

1,074,641千円

R5予算現額

1,237,573千円

R4正規職員人件
費

1.63 人

13,043千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.79 人 評価者

～ 14,465千円 こども支援課長　田井　浩介

211
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

R5目標 R5実績

安全管理を徹底し、施設運営の質の向
上を目指し、安心して親子が遊べ、育
児の不安を気軽に相談できる場を継続
して提供していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 98.8%

B

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、
安定的に運営し、維持に努め
る。

R5年度に改善した点

211
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク

地域において安心して子育
てできる環境を提供した。

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費

211
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

子ども医療の受給資格者
に対し適正に資格を認定
し、医療費助成を行っ

た。

会年職
員等

0.2人

R6目標

H28 100.0%

少子化や核家族化の進行による地域のつながり
の希薄化から、相談相手がおらず育児への不安
を抱えている親を支援するため、4歳未満の乳幼
児を対象とした子どもを安心して遊ばせること
のできる場を提供し、子どもと保護者が交流す
る場の運営を行うことで、保護者同士で育児に
ついての相談や交流ができる環境づくりを行う
ものである。

会年職
員等

0.1人

実績 100.0% 98.3%

こども支援センターの利用者満足度について
は不満・やや不満と回答した方はいなかった
が、どちらでもないと回答した方がいたため
目標値に至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①69,388人

②98.8％

計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

概ね目標を達成できている
が、今後も利用者アンケート
を活用し、利用者の意見など
を参考にして、充実を図る。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 37,147千円

①延べひろば利用者数

②利用者満足度

利用者満足度
利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が当
該事業の目的であるため、利用者満足度を指標と
する。

こどもと福祉の未来館イベント開催時
に、子育て支援者対象に、こども支援
センター（子育て支援エリア・発達支
援エリア）の運営や事業に関する説明
や見学ができる場を開催し情報提供し
た。

こども支援セン
ター運営事業（子
育て支援）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市こどもと福祉の未来館条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

37,016千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間

父母その他の保護者が子育てについての第一義
的責任を有するという基本的認識のもとに、0歳
から中学3年生の児童を養育している者に児童手
当を支給することにより、家庭等における生活
の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う
児童の健やかな成長に資することを目的とす
る。

会年職
員等

2人

実績 1500円 990円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20,791人

②4,211,620千円

③20,700千円（過年度分償
還金200千円を除く）

R5目標 R5実績

引き続き、児童手当法を遵守し、手当
の適正な支給事務を行っていく。

R5その他職員従
事割合

1200円 995円

A

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 法定受託事務 4,598,850千円

①2月末受給者数

②年間手当支給額

③正規職員人件費を含む事
務経費

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給者
数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を行
う。今年度は制度が拡充となり、昨年度と比べ経
費が事務経費が増える可能性がある。

令和4年度に引き続き現況届の提出は不
要となっており、事務作業の軽減と
なっている。

児童手当支給事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

児童手当法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

4,215,550千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

児童手当の受給者に適正に
手当を支給した。

期間
会年職
員等

2人

R6目標

H24 1200円

自治事務 1,036,644千円

①受給者証交付件数

②医療費助成件数

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

全ての助成対象者が、等しく医療費助成を受ける
事を目標とするため、登録率を指標とする。 令和6年度中から18歳に到達した年度末

まで医療費助成を拡大することが決ま
り、子育て支援を推進できた。

子ども医療費助成
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市子ども医療費の助成に関する条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,193,749千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

概ね目標を達成しているが、
書類不備により登録が保留と
なっている方へは、引き続き
通知等を行うことが必要であ
る。
市民課や生活福祉課などの関
係各課と連携を取り、新規対
象者については案内漏れが無
いように注意する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要

期間
会年職
員等

2人

R6目標

S47 100.0%

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳か
ら中学3年生まで）の保健の向上と福祉の増進、
子育て家庭の経済的負担を軽減するとともに、
子育てを支援することを目的とする。

会年職
員等

2人

実績 100.0% 99.1%

新規登録申請はしているが、書類不備によ
り、登録が保留となっている助成対象者がい
るため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,738

②611,376

R5目標 R5実績 18歳までの年齢拡大の実施に向けて取
り組む。
受給者に対し、適正受診の案内やジェ
ネリック医薬品の活用等のさらなる啓
発活動を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担
金の審査支払業務の委託を行い、事務
量の増加を抑制する。

R5その他職員従
事割合

100.0% 99.5%

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

147,297千円

R5予算現額

148,113千円

R4正規職員人件
費

1.23 人

9,842千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.23 人 評価者

～ 9,940千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

1,498千円

R5予算現額

1,428千円

R4正規職員人件
費

0.69 人

5,521千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.59 人 評価者

～ 4,768千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

498,826千円

R5予算現額

643,646千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円 こども政策課長　田中　綾子

211
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

対象者に親子のふれあいの
大切さを伝えるとともに、
施設への利用につなげるこ
とで子育て世帯の孤立を防
ぐ一助となった。

目標達成に向け、引き続き受
給者に対して、適正受診を呼
びかけ、全体的な支給額の軽
減を図るための啓発が必要で
ある。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 134,578千円

①交付件数(対象者数)

②医療費助成件数

③医療費助成金額

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

増え続ける医療費の削減を図ることを目標とする
ため、一人当たりの支給額を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック
医薬品の活用等の啓発や、健康増進及
び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

ひとり親家庭等医
療費助成事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を
所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

145,771千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

211
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

所得限度額を下回るひとり
親に対し、適正に受給資格
を認定し、医療費助成を
行った。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

H4 30,000円

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者
の家庭等における養育者とその児童（0歳から高
校3年生まで）の医療費助成を行うことにより、
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し、
子どもの保健の向上と福祉の増進を図ることを
目的とする。

会年職
員等

1人

実績 30,000円 29,524円

前年と比べ、対象者数が150人程減少したのに
対し、助成金額が1,300万円程増加したこと
で、一人当たりの助成金額が増加したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,991人

②55,468人

③139,119,436円

R5目標 R5実績

受給者に対し、適正受診の案内やジェ
ネリック医薬品の活用等のさらなる啓
発活動を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担
金の審査支払業務の委託を行い、事務
量の増加を抑制する。

R5その他職員従
事割合

30,000円 34,858円

B

絵本交換チケットを対象者に
配布し、地域の子育て支援施
設や図書館へつなぐ機会を提
供することができた。また、
希望する親子には健診後にボ
ランティアによる読み聞かせ
を行うことができた。今後も
感染症防止対策を行いなが
ら、積極的に事業の周知を行
い、親子のふれあいの大切さ
を伝えていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 1,025千円

①絵本引き換えチケット配
布数

②絵本交換数

③読み聞かせ実績

絵本引き換えチケット配布割合
健診時の絵本の読み聞かせは希望者のみのため、
対象者へのチケット配布割合を指標とする。 ボランティア同士の意見交換会を実施

し、交流を深める機会や改善点等を話
し合った。

ところっこ親子ふ
れあい絵本事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

ところっこ親子ふれあい絵本事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,000千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

212
こど
も未
来部

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.2人

R6目標

R2 100.0%

目的：親子が絵本の読み聞かせを通じて、親子
のふれあいの大切さを伝え、孤立しがちな家庭
と地域がつながる機会を提供するとともに、子
どもたちが絵本に親しむことで、子どもたちの
健やかな成長の支援をする。
内容：1歳6か月児健康診査時に、絵本の読み聞
かせと「絵本引き換えチケット」を配布し、保
護者は健診日以降、図書館又は子育て支援施設
等で絵本2種類の中から1冊を選択し、引き換え
を行う。

会年職
員等

0.2人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,104枚

②1,037冊

③1,259人

R5目標 R5実績
引き続き、事業の周知を積極的に行
い、感染症防止対策を行いながら読み
聞かせを行う。また、当日の健診受診
者数により健診終了時間に大きな差が
あり、ボランティアの参加時間帯につ
いても検討する必要も出てくるため、
関係課での情報共有を行う。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A

全ての妊婦・子育て世帯が安
心して出産・子育てできるよ
う、妊娠届出や出生届出を
行った妊婦・子育て世帯等に
出産応援ギフト、子育て応援
ギフトを支給し、出産育児関
連用品の購入等にかかる負担
軽減を図ることができた。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

最優先 自治事務 令和５年度へ繰越

①支給人数

②デジタルギフト交付金額

デジタルギフトの交付金額
（50,000円×支給人数）

できるだけ多くの対象者へ支給することを目標と
するため、デジタルギフトの交付金額を指標とす
る。

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出
産・子育てできるよう、妊娠期から出
産・子育てまで一貫して身近で相談に
応じ、様々なニーズに応じた必要な支
援につなぐ伴走型支援の充実と出産育
児関連用品の購入等の負担軽減を図る
ための経済的支援を一体的に実施し
た。

出産・子育て応援
事業（経済的支
援）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施
事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

469,449千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

妊婦・子育て世帯等に対す
る経済的な支援により、子
育て世帯の貧困をなくして
いくことに貢献した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R4 220,000,000円

　核家族化が進み、地域のつながりも希薄にな
る中で、孤独感や不安を抱える妊婦・子育て世
帯も少なくなく、全ての妊婦・子育て世帯が安
心して出産・子育てができる環境整備が喫緊の
課題である。
　この様な中で、妊娠の届出や出生の届出を
行った妊婦・子育て世帯等に対する経済的な支
援を実施するため、出産応援ギフト、子育て応
援ギフトを支給する。

会年職
員等

0人

実績 事業者選定 事業者選定

出生数が見込みよりも少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8,153人

②407,650,000円

R5目標 R5実績

こども政策課とこども家庭センターの
両課にまたがって実施する事業である
ため、綿密な連携が必要である。

R5その他職員従
事割合

570,000,000円 407,650,000円

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

28,631千円

R5予算現額

36,075千円

R4正規職員人件
費

0.38 人

3,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

169,248千円

R5予算現額

237,053千円

R4正規職員人件
費

0.64 人

5,121千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.84 人 評価者

～ 6,788千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

2,386千円

R5予算現額

2,830千円

R4正規職員人件
費

1.22 人

9,762千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.27 人 評価者

～ 10,263千円 こども支援課長　田井　浩介

病児・病後児期にある子の
預かりを実施し、安心して
子育てできる環境を整え
た。

212
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

令和5年度から病児保育の実施
園が1施設増えたことにより、
利用定員の拡大を図った。
昨年度に引き続き新型コロナ
ウイルス感染症の影響もあ
り、利用人数は少ない状況が
続いているが、徐々に回復傾
向にある。今後も感染症防止
策を徹底しながら、市内4施設
で病児保育を実施し、安心し
て子育てできる環境を提供す
る。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 23,608千円

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に4施設合わせた1日の
利用定員数の充実を図る。 利用申請書の様式変更を行い、記入項

目を減らすことで利用者及び事業者の
負担軽減を行った。

病児・病後児保育
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

32,675千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

212
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域において安心して子育
てできる環境を整えた。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H9 16人

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困
難な時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これ
によって、保護者の子育てと就労の両立を支援
することを目的とする。市内に住所を有する、
小学校3年生までの児童が対象。保護者負担金は
児童１人当たり日額2,000円（飲食代別）。

会年職
員等

0人

実績 12人 12人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①435人

②51人

R5目標 R5実績

施設によって利用者数が偏ってしまう
傾向がある。引き続き新型コロナウイ
ルス感染症防止策を徹底しつつ、リー
フレットやポスターの掲載などに加え
て広報での周知など、市民の方により
情報を周知できるように努める。

R5その他職員従
事割合

16人 16人

A

全国的な保育士不足の影響で
一時休止となった園があり、
目標値は未達成となったが、
令和５年度から事業を開始し
た園が１園あるため、施設数
の充足を図ることができた。
一時預かりの保育需要は今後
も一定数あると考えるため、
施設数の維持に努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 149,592千円

①年間延べ利用児童数
一般型一時預かり事業実施園

保育園等を利用していない家庭での、保護者の就
労形態や生活様式の変化により、一時的な保育の
需要が高まっているため、施設数の充足を図る。

令和５年度に認可された園において一
時預かり事業を開始し、施設数の充足
を図った。
また、保育体制充実のため民間園への
加算を設けたことで、受入枠の拡充を
図り、利用者数の増につながった。

一般型一時預かり
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

203,532千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

212
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

一時預かり事業を実施し、
安心して子育てできる環境
を整えた。

期間
会年職
員等

0.3人

R6目標

H27 32園

保育所等を利用していない家庭において、就
労・日常生活の突発的な事情等により、一時的
に家庭での保育が困難となる場合や、育児に伴
う心理的・肉体的な負担を軽減するために、保
育所等において児童を一時的に預かる事業で、
安心して子育てができる環境を整備することを
目的とする。

会年職
員等

0.3人

実績 31園 28園

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があっ
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①28,439人

R5目標 R5実績

全国的な保育士不足による保育従事者
の確保が課題となっている。専門研修
を修了した子育て支援員の配置など、
柔軟な職員配置により供給量を確保で
きるように、実施施設に打診してい
く。

R5その他職員従
事割合

32園 29園

B

相談件数は目標達成ができて
いる。利用者の子育てに関す
る困り感に適切な支援ができ
るよう努める。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 2,001千円

①相談件数

②運動遊び参加人数

相談件数
利用者の必要に応じた相談や助言を行う為、相談
件数とした。

利用者対象に、こども支援センターの
交流施設（ひろば）で「保育園と幼稚
園の違いについて」の説明会を実施
し、入園に関する相談の基本情報を提
供した。

ところっこ子育て
サポート事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,038千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

1.45人

R6目標

H27 900件

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業の情報提供及び子育てにつ
いての相談・助言など、利用者の必要に応じた
支援を行う。子ども支援情報を総括した冊子の
配布、広報、ホームページ等により告知を行い
参加者を募り、教授および研究室の学生等が講
師を務め運動遊びの紹介を行う。子どもたちの
成長における正しい生活リズムを身に付けるこ
との大切さを知ってもらう。

会年職
員等

1.9人

実績 900件 1,137件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,103件

②374人

R5目標 R5実績

利用者の話を継続して丁寧に聞いてい
くと共に利用者に寄り添った支援や正
確な情報を提供する。また、こども支
援センターの交流施設（ひろば）に出
向き、より相談しやすい雰囲気や気軽
に声掛けができる体制をつくる。

R5その他職員従
事割合

900件 1,103件

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

968,636千円

R5予算現額

926,453千円

R4正規職員人件
費

1.74 人

13,923千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.00 人 評価者

～ 16,162千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

95,583千円

R5予算現額

95,604千円

R4正規職員人件
費

0.73 人

5,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

15,872千円

R5予算現額

16,239千円

R4正規職員人件
費

0.41 人

3,281千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,687千円 こども支援課長　田井浩介

212
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

地域において安心して子育
てできる環境を整えた。

全部支給者の就労や資格取得
をサポートし、自立促進を
図っていく。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 法定受託事務 837,179千円

①全部支給から全部支給停
止となった受給者数
②一部支給から全部支給停
止となった受給者数
③2月末における全部支給者
数

手当受給者資格者全体に対し、全部支給と
なっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×100

受給者の所得の増加による、手当の支給区分が変
動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促進の成
果をみる。（手当資格者全体のうち、全部支給者
の割合が低くなる程、所得や養育費の増加が見込
まれる。）

現況届において、受付時の対応が受給
者ごとに異なるため、在席年度が浅い
職員は対応に苦慮しがちであることか
ら、対応方法等を共有するため勉強会
を実施した。
その結果、当日に慌てる場面が減り、
受給者を待たせず対応ができた。

児童扶養手当支給
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

児童扶養手当法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

822,353千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

213
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

所得制限額を下回るひとり
親家庭へ適正に手当を支給
した。

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S36 40.0%

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立
の促進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいな
い家庭で児童を養育している人、父又は母が一
定の障害の状態にある家庭で児童を養育してい
る人に支給される手当（所得制限あり）。

会年職
員等

1.1人

実績 40.0% 38.7%

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27人

②98人

③883人

R5目標 R5実績
所得が低いひとり親家庭等の生活の安
定にあたって必要な制度である一方、
受給者に対して、就労による自立を促
す側面もあることから、母子・父子自
立支援員と連携し、就労支援、資格取
得へ働きかけ、手当支給額の減少を目
標としたい。

R5その他職員従
事割合

40.0% 39.5%

A

連携型をあわせると、地域子
育て支援拠点施設は、市内に
27ヵ所ある。各行政区として
は充足しているが、地域によ
る偏在を解消するために引き
続き取り組む。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 95,583千円

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数
施設を市内に満遍なく設置することで、市民
が気軽に利用できるため、実施施設のある中
学校区数を指標とする。

こども支援センターの発達支援エリア
の言語聴覚士による講座のほか、こど
も支援センターの子育て支援エリアの
事業に参加見学する研修会を開催し、
担当者の質の向上を図った。

地域子育て支援拠
点事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

95,029千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

213
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.13人

R6目標

H7 15中学校区

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と
交流の促進②子育て等に関する相談、援助の実
施③地域の子育て関連情報の提供④子育て及び
子育て支援に関する講習等の実施（月１回以
上）
支援拠点の種類：一般型（3～4日型・5日型・6
～7日型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

会年職
員等

0.13人

実績 15中学校区 14中学校区

事業を実施するには、運営主体に人員や実施
場所の確保が必要であり、未設置の中学校区
において、運営主体となり得る保育園等がな
いため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①16施設

②94,659人

R5目標 R5実績
地域における相談事業実施には、保育
園等の運営主体に人員や実施場所の確
保が必要であるため、引き続き打診し
ていく。また、地域子育て相談機関と
して、こども家庭センターなどの関係
機関と連携しながら、地域の親子への
支援を行う。

R5その他職員従
事割合

15中学校区 14中学校区

B

前年度比で援助会員数は増加
したが、利用会員数も同様に
増加しており、充足度は下
がった。
今後も、援助会員養成講習会
の充実を図るとともに、「シ
ニア就職セミナー」等でチラ
シの配布を行い、広報活動を
実施する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 15,681千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

利用しやすい事業とするためには、育児の援助を
行いたい者（援助会員）の増加が必要であるた
め、援助会員数の充足度を指標とする。

援助会員の中心となっているシニア世
代が参加する「シニア就職支援セミ
ナー」等のイベントにおいて、チラシ
配布等で事業周知を図った。

ファミリーサポー
ト事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

16,046千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域において安心して子育
てできる環境を整えた。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H12 20.0%

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の
援助を行いたい者（援助会員）を組織化し、地
域での相互活動を行う。ファミリー・サポート
事業は、定期的な保育施設・学校施設などの送
迎や一時的な預かり、緊急サポート事業は、病
児・病後児の預かり、宿泊や急な残業などの緊
急時の預かりを行う。地域において安心して子
育てができるような環境整備を目的とする。

会年職
員等

0人

実績 20.0% 10.5%

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しく
なっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①13,978件

②4,942人

③516人

R5目標 R5実績

援助会員の確保が課題のため、様々な
機会を利用し周知を図っていく。

R5その他職員従
事割合

20.0% 10.4%

B



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,000千円

R5予算現額

1,000千円

R4正規職員人件
費

0.21 人

1,680千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.16 人 評価者

～ 1,293千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

21,852千円

R5予算現額

67,364千円

R4正規職員人件
費

0.51 人

4,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.31 人 評価者

～ 2,505千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

39,860千円

R5予算現額

44,197千円

R4正規職員人件
費

0.50 人

4,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.56 人 評価者

～ 4,525千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

各自治会等が広場の整備に
責任をもち、安全な運営を
行っている。

213
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

子ども広場用地地権者の事情
等により廃止されることもあ
るが、やむを得ないと考えて
いる。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 644千円

①子ども広場整備等実施件
数

②子ども広場設置件数

子ども広場の設置件数
自治会等が設置、管理する子ども広場に係る自治
会等の財政負担の軽減を図ることを目的としてい
るため、子ども広場の設置件数を指標とする。

子ども広場を管理する自治会等からの
相談に対応するほか、補助事業の周知
を進めた。

子ども広場設置・
整備費補助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助金交付要
綱・所沢市補助金等交付規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

824千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

家族等の負担軽減に寄与し
ている。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S53 38か所

自治会等が子ども広場を設置・管理する場合の
財政負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、
自治会等からの申請により、補助金交付要綱に
基づき補助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50
万円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付
する。

会年職
員等

0人

実績 38か所 38か所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3件

②38か所

R5目標 R5実績

安全安心な広場の整備のため現状確認
し、整備内容、優先順位を精査する。

R5その他職員従
事割合

38か所 38か所

A

重症心身障害児や医療的ケア
児の受け入れ可能な事業所が
開設したことに伴い利用が増
大した。保護者からは、利用
できる場所が増えたことで、
介護等の負担軽減が図れたと
の声をいただいている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 19,706千円

利用延べ人数
利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。

重症心身障害児や医療的ケア児の受け
入れ可能な事業所について、令和4年度
に2事業所が、令和5年度に1事業所が開
設し利用する環境を整備した。
これに伴う利用の増加への対応を行い
制度の充実に努めた。

レスパイトケア事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実施要
綱、日中一時支援事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

39,194千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

家族等の負担軽減に寄与し
た。

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H27 6,456

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的
負担軽減を図るために、障害児を一時的に預か
る日中一時支援事業を実施した事業所と、重症
心身障害児等のショートステイ利用を促進する
ショートステイ促進事業を実施した事業所に対
して補助金を交付する。

会年職
員等

0.09人

実績 3,576 2,817

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

3,483人

R5目標 R5実績
県の補助制度が令和6年7月以降に急遽
減額変更されることとなり、利用者に
不利益が生じないように今年度中を対
象とした激変緩和措置を実施。
今後は、法定の通所支援事業への移行
や国庫補助制度の活用などによる支援
を行っていく。

R5その他職員従
事割合

3,240 3,483

A

居宅介護・短期入所等のサー
ビスにより、家族等の介護負
担軽減を図ることができた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 33,013千円

利用延べ人数
利用延べ人数

サービスの利用状況を把握するため。
新型コロナウイルス感染症の5類移行も
あって、居宅介護、行動援護、短期入
所、いずれの利用件数も増加し、コロ
ナ前の令和元年度の水準を上回る結果
となった。

介護給付費事業
（障害児）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
障害者総合支援法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

42,216千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H18 504

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家
族の介護負担を軽減するため、居宅での身辺の
介護、外出の支援、短期入所のサービスを提供
した場合に、事業所に対して介護給付費を支給
する。

会年職
員等

0.09人

実績 432 408

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

453人

R5目標 R5実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズ
を把握し、地域で自立した生活が営め
るよう、適切なサービスの提供に努め
るため、必要に応じて事業所登録も実
施していく。

R5その他職員従
事割合

408 453

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

12,880千円

R5予算現額

11,920千円

R4正規職員人件
費

0.50 人

4,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

38,160千円

R5予算現額

38,160千円

R4正規職員人件
費

0.52 人

4,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.56 人 評価者

～ 4,525千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

892千円

R5予算現額

982千円

R4正規職員人件
費

0.34 人

2,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

補装具の使用により生活等
の能率向上につながる。

紙おむつ等の日常生活用具の
購入費助成や、社会生活上必
要不可欠な外出支援の実施に
より、障害児の日常生活や社
会参加の支援に繋がっている
と考える。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 8,170千円

利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

利用延べ人数（②移動支援事業） サービスの利用状況を把握するため。
手帳交付や相談時における周知等に加
えて、こども福祉ガイドを活用するな
ど、わかりやすい制度説明を行うこと
に努め、市ホームページへの掲載等、
幅広い情報提供を行った。

障害児地域生活支
援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費支給事業
実施要綱ほか

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

9,982千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害児及び家族の安全で健
康な生活に役立っている。

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H26 156

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を
営めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　紙おむつ、入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施
した事業所へ補助金として支給

会年職
員等

0.09人

実績 180 70

障害児通所支援の充実により、利用件数が少
なくなっているが、コロナ５類移行の影響も
ありR5年度は上昇した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①593人

②90人

R5目標 R5実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズ
を把握し、地域で自立した生活が営め
るよう、適切なサービスの提供に努め
る。

R5その他職員従
事割合

156 90

B

身体機能を補う補装具費やそ
の修理費用を助成することに
より、安定した日常生活や社
会参加を図ることができたと
考える。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 31,882千円

利用延べ人数
利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため。 一人ひとりの障害状況を訪問等により

適切に把握するとともに、必要な装具
の見極めを行ない、適切な支給決定に
努めた。

身体障害児補装具
費支給事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
障害者総合支援法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

34,942千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H12 175

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体
機能を補完・代替する車いすなど）の購入・修
理費用を補助することで、将来、社会人として
独立自活するための素地を育成・助長する。

会年職
員等

0.09人

実績 190 151

当制度については、学齢期の障害児等が複数
の補装具（室内用・室外用）を一括購入した
り、買い替えの時期が重なるなどの影響を受
けるものであって、毎年度の額（件数）が増
減するものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

157人

R5目標 R5実績

障害児が補装具を使用し、身体の機能
を補い、日常生活を営めるよう、適切
な給付を行っていく。

R5その他職員従
事割合

190 157

B

軽度・中等度の難聴児へ補聴
器の購入費用を助成すること
により、言語の習得や教育等
による健全な発達を支援し、
児童の福祉の増進を図ること
ができたと考える。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 737千円

助成件数

助成件数 サービスの利用状況を把握するため。 埼玉県の要綱に合わせて要綱を一部改
正し、購入のみならず修理費用も助成
の対象とした。

難聴児補聴器購入
費助成事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

971千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

補聴器の使用により生活等
の能率向上につながる。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H25 9

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならな
い軽度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購
入費用及び修理費用を助成することで、言語の
習得、教育等における健全な発達を支援する。

会年職
員等

0人

実績 9 5

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

11人

R5目標 R5実績

軽度・中等度の難聴児の健全な発達へ
の支援を推進するため、制度の周知に
引き続き務める。

R5その他職員従
事割合

9 11

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

145,159千円

R5予算現額

145,159千円

R4正規職員人件
費

0.56 人

4,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

62,197千円

R5予算現額

65,133千円

R4正規職員人件
費

15.82 人

126,592千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

14.21 人 評価者

～ 114,831千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

80,431千円

R5予算現額

81,326千円

R4正規職員人件
費

0.46 人

3,681千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,667千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

地域の障害児福祉に貢献し
ている。

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

発達障害または、その心配の
ある子どもを対象に、専門職
による相談支援、地域支援、
障害児通所支援を柱とした取
り組みを行った。個々の特性
に応じた支援を行うととも
に、保護者への支援も一体的
に行っており、一定の効果が
得られたと考える。
利用者アンケートでは、93％
の保護者から「満足してい
る」と回答があった。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 144,702千円

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

相談件数 保護者からの相談状況を把握するため。 対面での啓発講演会及びオンラインで
の動画配信など、創意工夫して事業を
行い、適切な支援も実施した。

こども支援セン
ター運営事業（発
達支援）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

144,328千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

重度心身障害や医療的ケア
児を含めた児童の療育の場
を提供した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28 4,150

11 住み続けられるまち
づくりを

発達障害に関する早期からの支援によって子ど
もたちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未
満を対象にした相談支援、未就学児を対象にし
た児童福祉法の通所支援、地域の関係機関や市
民を対象に研修・啓発等をする地域支援を行
う。

会年職
員等

2人

実績 4,060 4,242

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4,723件

②4,515人

③950人

R5目標 R5実績

今後も通所支援のみならず、相談支援
や地域支援の充実を図り、地域の障害
児支援を担う拠点の一つとしての役割
を担っていく。

R5その他職員従
事割合

4,105 4,723

A

通所支援については、保護者
から概ね満足をいただいてい
る。一方で、保育所や認定こ
ども園、幼稚園との交流や、
保護者会等による保護者同士
の交流機会の創出も検討課題
である。引き続き、保護者か
らの意見や要望を取り入れな
がら、研修等で専門性を高
め、よりよい支援に努めてい
く。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 59,790千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

地域支援事業の一環として発達障害児
家族の集いをこどもと福祉の未来館で
開催した。
また、職員のレベルアップを目指し
て、園内研修の回数を増やすなど支援
の充実を図った。

松原学園運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

59,746千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

個別支援計画に基づき、発
達障害をもつ児童及び家族
に対し、きめ細かい支援を
提供し貢献した。

期間
会年職
員等

16.1人

R6目標

S46 100.0%

11 住み続けられるまち
づくりを

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に
営めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能
の付与、集団生活への適応訓練等を行い、発
達・成長を支援する。また、地域の障害児やそ
の家族への相談、地域の支援者への援助・助言
等を行う地域支援事業を実施する。

会年職
員等

16人

実績 100.0% 91.5%

保育所や認定こども園、幼稚園との交流や保
護者会等による保護者同士の交流に対する周
知機会が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①7,671日

②48人

③51件

R5目標 R5実績

児童発達支援センターとして機能を発
揮できるよう事業を推進しているが、
更なる専門性の向上及び地域支援の充
実が求められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実
を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 89.2%

A

障害児の日常生活における基
本的な動作の指導、知識機能
の付与、集団生活への適応訓
練などを行いつつ、医療的ケ
ア児や重症心身障害児の受け
入れ拡大に向けた体制整備を
進めている。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 80,431千円

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため。
令和5年度から医療的ケア児の受け入れ
を開始した。

かしの木学園運営
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

81,326千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H15 50

11 住み続けられるまち
づくりを

就学前の障害児〔身体・知的・精神（発達含
む）〕が日常生活や社会生活を円滑に営めるよ
う、日常生活の基本的動作や知識技能の付与、
集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運
営であり、卒園・他園へ移行した児童の保護者
交流会等の自主事業も行う。

会年職
員等

0人

実績 50 56

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,358人

②57人

R5目標 R5実績

市立施設（指定管理者）として、引き
続き、医療的ケアをはじめとする利用
者のニーズに応じたサービスを提供
し、また、地域交流など特色ある施設
運営を実施できるよう努めていく。

R5その他職員従
事割合

50 57

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

157千円

R5予算現額

157千円

R4正規職員人件
費

0.33 人

2,641千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

1,423,865千円

R5予算現額

1,675,738千円

R4正規職員人件
費

1.55 人

12,403千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.71 人 評価者

～ 13,819千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

R4予算現額

27,052千円

R5予算現額

29,697千円

R4正規職員人件
費

0.67 人

5,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.97 人 評価者

～ 7,839千円
こども福祉課長
加賀谷　春恵

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

障害児の安全で健やかな生
活に貢献した。

医療的ケア児の支援に係る、
関係者間での情報共有や、保
護者同士の交流を目的とし
て、新型コロナウイルス感染
症が5類に移行したこともあ
り、目標回数を実施すること
ができた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 72千円

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

講座等の開催回数 開催回数を増やすことで希望者が参加しやすくな
るため。 開催にあたり、事前に県と協議して当

日の講師を務めてもらうなど、関係機
関との連携を構築して実施した。

発達障害児等子育
て応援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
発達障害者支援法、障害者基本法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

64千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

保護者や支援者等への啓発
により、障害児の生活環境
等の改善に貢献した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24 3

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、
障害児を養育する保護者や保育士等の支援者を
対象にした学習講座を行う。

会年職
員等

0.01人

実績 2 1

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3回

②77人

R5目標 R5実績
グレーゾーンを含む障害児の利用者は
一層増加傾向にある。通所支援事業所
に対し、事業実施に関する研修会や連
絡会を開催していくとともに、教育と
福祉の連携をはじめとして、様々な支
援者が連携を進めることで利用者への
支援の質の向上に努めていく。

R5その他職員従
事割合

3 3

A

保護者の申請に基づき、面談
等により障害児への個々の支
援の必要性を把握して支給決
定を行っており、今後も継続
して行う必要がある。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,415,270千円

利用延日数

利用延日数 サービスの利用状況を把握するため。 当事業は法定サービスであるが、利用
児が増大する中で相談者には丁寧・適
切に対応しつつ、利用の増加に対応し
た。

障害児通所支援事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
児童福祉法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

1,537,320千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

221
こど
も未
来部

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

期間
会年職
員等

0.1人

R6目標

H24 157,164

11 住み続けられるまち
づくりを

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等
を行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の
障害児が放課後等に集団生活訓練等を行う放課
後等デイサービスを受けた場合等に、通所支援
事業所に対して障害児通所給付費を支給する。

会年職
員等

0.09人

実績 138,876 135,006

当事業は年々利用件数が増加傾向にあるが、
その増加幅がやや緩やかとなったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

142,057日

R5目標 R5実績
グレーゾーンを含む障害児の利用者は
一層増加傾向にある。通所支援事業所
に対し、事業実施に関する研修会や連
絡会を開催していくとともに、教育と
福祉の連携をはじめとして、様々な支
援者が連携を進めることで利用者への
支援の質の向上に努めていく。

R5その他職員従
事割合

149,676 142,057

A

相談支援事業所による利用計
画の作成等の支援により、課
題の解決や適切なサービスの
利用に繋がっており、必要な
制度である（法定サービ
ス）。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 24,313千円

利用延べ人数

利用延べ人数
サービスの利用状況を把握するため。 所沢市自立支援協議会（相談支援部

会）との連携により、障害児が利用で
きる事業所が新規に３カ所開所し、支
援の向上につながった。

障害児相談支援事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
児童福祉法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

27,899千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に繋
げた。

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H24 1,755

11 住み続けられるまち
づくりを

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所
支援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障
害児の抱える課題の解決や適切なサービスの利
用に向けて、利用計画（案）の作成や、モニタ
リング、計画の見直しなどの支援を行った場合
に、障害児相談支援給付費を支給する。

会年職
員等

0.09人

実績 1,715 1,361

相談支援事業所の利用は増加しつつあるが、
相談支援専門員一人当たりの受け持ち件数が
増加し、困難な状況にあるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

1,567人

R5目標 R5実績
相談支援専門員の一人当たりの受け持
ち件数が増加傾向にあり、相談支援事
業所の新規の受け入れが困難になりつ
つある。これを解消するために、所沢
市自立支援協議会（相談支援部会）と
連携し、更なる新規事業所の開拓及び
相談支援専門員の確保に努める。

R5その他職員従
事割合

1,645 1,567

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

36,521千円

R5予算現額

37,453千円

R4正規職員人件
費

0.68 人

5,441千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.89 人 評価者

～ 7,192千円 こども支援課長　田井　浩介

R4予算現額

378千円

R5予算現額

333千円

R4正規職員人件
費

2.00 人

16,004千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.23 人 評価者

～ 18,021千円
こども家庭センター長

松井　優子

R4予算現額

31,762千円

R5予算現額

34,432千円

R4正規職員人件
費

4.63 人

37,049千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.22 人 評価者

～ 17,940千円
こども家庭センター長

松井　優子

ひとり親家庭等の資格取得
を支援し、生活状況の改善
を図った。

222
こど
も未
来部

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

成果指標の目標値は達成でき
ている。就業後に就いた職に
継続して勤めているか、長期
に渡る後追い調査をするな
ど、今後もよりきめ細かな支
援を続けていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 33,543千円

①相談件数（総合件数）

②高等職業訓練促進給付金
等支給額

③自立支援教育訓練給付金
支給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者+進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就く
こと、また長期間その資格を活かした職に就
くことを目指す。

市ホームページの記載内容を整理し、
閲覧者が理解しやすいように改善し
た。

ひとり親家庭等自
立支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

母子及び父子並びに寡婦福祉法

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

27,756千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

222
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

子育ての不安や困難感の軽
減、関係機関と連携を図る
ことで児童虐待防止につな
がった。

期間
会年職
員等

1.7人

R6目標

H15 100%

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるととも
に、その自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の
相談を受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援
を行っている。

会年職
員等

1.7人

実績 100% 100%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①384件

②18,082,000円

③800,000円

R5目標 R5実績
　
相談の傾向として、疾病や生活苦、法
律に絡む問題など、複雑な生活相談
（離婚前相談を含む）が増加してい
る。今後も研修等へ積極的に参加する
ことにより、相談者への理解を深め、
自立に向けた支援を行っていく。

R5その他職員従
事割合

100% 100%

A

令和4年度に子ども家庭総合支
援拠点をこども相談センター
に設置し、関係機関と連携を
図り、丁寧な相談対応に努め
た。
引き続き、関係機関と連携を
図り、相談者や子どもに効果
的な支援を提供していく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 162千円 ①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・
障害）

③相談件数（非行・その
他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業で
あるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

児童虐待防止を普及啓発するため関係
機関向け研修会を開催。新型コロナウ
イルス感染拡大防止のためオンライン
で実施し、後日、研修内容を動画で配
信し、より多くの機関に参加いただい
た。

児童家庭相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべて

の人に
児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

170千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

222
こど
も未
来部

こど
も家
庭セ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

子育ての不安や困難感の軽
減、関係機関と連携を図る
ことで児童虐待防止につな
がった。

期間
会年職
員等

6人

R6目標

S44 1,600件

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子ど
もや家庭に対して効果的な支援を行うことで、
子どもの福祉の充実を図るとともにその権利を
擁護する。

会年職
員等

4人

実績 1,600件 1,273件

新規相談件数は、前年度よりも53件減少して
いる。
継続ケ－スの支援は、適切な支援機関等に繋
ぐ等、関係機関と連携が図られたことにより
全体の件数が減少した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①703件

②231件

③250件

R5目標 R5実績

令和6年度より、こども家庭センターが
開設されたため、相談窓口の周知を図
り、より相談しやすい体制整備に努め
る。
また、関係機関と連携強化を図り、適
切な支援に繋げる。

R5その他職員従
事割合

1,600件 1,184件

B

虐待通告（72件）を受けた児
童すべて安全確認できてお
り、児童虐待の早期防止を図
れたものと考えている。今後
も関係機関や市民に児童虐待
の通告・情報提供を周知し、
虐待防止に努める。
こども家庭センターが設置さ
れ、母子保健部門と児童福祉
部門の一体化により迅速に情
報共有を図るとともに、丁寧
かつ適切な支援に繋げてい
く。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 26,979千円

①児童の所属からの定期的
情報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催
件数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認
が最優先であるため、24時間以内の安全確認
の実績を指標とし、目標値は100％とした。

児童虐待防止を普及啓発するため関係
機関向け研修会を開催。新型コロナウ
イルス感染拡大防止のためオンライン
で実施し、後日、研修内容を動画で配
信し、より多くの機関に参加いただい
た。

児童虐待防止対策
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべて

の人に
児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

27,292千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

3人

R6目標

H12 100.0%

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子ど
もに迅速かつ的確に対応するために、関係機関
と連携しながら適切な支援を実施する。

会年職
員等

3人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①935人

②4世帯

③38回

R5目標 R5実績

引き続き事業周知を図り、適切な対応
に努める。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

A



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

26,666千円

R5予算現額

30,101千円

R4正規職員人件
費

0.54 人

4,321千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

146,802千円

R5予算現額

146,762千円

R4正規職員人件
費

0.79 人

6,322千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

14千円

R5予算現額

14千円

R4正規職員人件
費

1.20 人

9,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 こども政策課長　田中　綾子

231
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

施設と委託契約を結ぶこと
により、一時的に児童を預
けられる環境を整備するこ
とができた。

補助対象者に申請書を直接送
付した。引き続き事業の周知
を行っていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 23,200千円

①申請者数 申請者数
事務事業評価作成時点の補助対象者からの申請状
況（約8割） 特になし。

引き続き事業の周知を行っていく。

私立幼稚園等保護
者負担軽減補助事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

21,695千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

231
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

児童の育成にかかる費用の
一部を補助することで、所
得状況に関係なく教育を受
けられる機会を設け、ま
た、多子世帯支援に貢献し
た。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

R1
前期：180人
後期：180人

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在
園し、市内に住所を定める園児及びその保護者
のうち、幼児教育・保育の無償化による恩恵が
少ない低所得世帯及び多子世帯を対象に、児童
の育成にかかる費用の一部を補助することで、
①所得状況に関係なく教育を受けられる機会を
設けること、②多子世帯支援による少子化対
策、③幼稚園誘導による待機児童解消を図るこ
とを目的とする補助事業である。

会年職
員等

0人

実績
前期：340人
後期：340人

前期：242人
後期：284人

補助対象者からの申請率は9割程度となるが、
年々幼稚園の在籍時数が減少しているため、
補助対象者も減少している。申請率が下がら
ないように、引き続きホームページ等で周知
を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①前期：219人　後期：299
人

R5目標 R5実績

申請率の向上が現状の目標であるた
め、ホームページの整備を図り一層の
周知を行う。

R5その他職員従
事割合

前期：300人
後期：300人

前期：219人
後期：299人

B

委託契約園に対して、上半
期・下半期ともに支払いを行
うことができた。次年度以降
は、委託契約園が増えるよ
う、周知を行っていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 125,944千円

①実施施設数

②延べ利用人数

延べ利用人数
幼稚園型一時預かり事業の利用人数及び利用率は
増加傾向にあるが、幼稚園在園児数の減少が顕著
であることから、昨年度と同様の目標値とする。 入力ミスが少なくなるように、園から

の報告書を改良した。

幼稚園型一時預か
り事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市幼稚園型一時
預かり事業実施要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

134,605千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H27 120,500人

保育園等を利用していない家庭において、就
労、日常生活上の突発的な事情、社会参加など
により、一時的に家庭での保育が困難となった
場合に、子ども・子育て支援法の規定により、
幼稚園及び認定こども園で、児童を一時的に預
かることで、安心して子育てできる環境を整備
し、もって子どもの福祉の向上を図ることを目
的とする。

会年職
員等

0人

実績 120,500人 120,916人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①16園

②127,663人

R5目標 R5実績

園での事務手続きがより簡略化できる
よう、申請に当たっての様式等を工夫
していく。

R5その他職員従
事割合

120,500人 127,663人

A

232
こど
も未
来部

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

集団指導や各施設での実地指
導を行うことで、保育運営の
質の向上を図ることができ
た。
実地指導実施施設の増加や、
項目ごとの内容をより重視し
た確認を行ったこと等によ
り、指導件数も増加したた
め、実績は目標値に届いては
いないが、より多くの施設に
対してより詳細に確認や指導
を行ったことにより、事業目
標である施設の質の確保が図
られた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
- 自治事務 2千円

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。実
地指導指導件数を指標とし、質が向上することに
より、当該件数が減少していく。

前年度指摘が無かった項目や類似する
項目等を削除及び統合し、指導監査を
効率的に実施した。市の指導内容を明
し、施設を運営する事業者に結果を周
知することでより適切な運営を促すこ
とを目的として、結果を公表した。
保育幼稚園課と連携し、保育現場にお
ける保育内容についても確認を実施
し、保育の質の向上につなげた。特定教育・保育施

設等の指導監査に
関する事務

根拠法令
R5決算額（見込
み）

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育施設等指
導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導監査実施要綱 3千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H30 150

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教
育・保育施設や地域型保育事業所等の質の確保
（適正な事業所運営及び児童の適切な処遇の確
保）及び当該給付費の支給の適正化を図る。

会年職
員等

0人

実績 150 74 目標達成
※本指標は指導件数の減少を図るものである。実
績は目標件数を大幅に上回ってはいるが、実地指
導実施施設を前年度より増加させたことや、これ
までの指導よりも項目ごとの内容をより重視した
確認を行ったことなどから、指導件数が増加した
ものである（R4年度実地指導実施施設数 39施
設）。
より多くの施設に対してより詳細に確認や指導を
行ったことにより、事業目標である施設の質の確
保が図られたことから「目標達成」としている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①129施設

②50施設

R5目標 R5実績

効果的な集団指導や実地指導により適
正な保育運営につなげることができる
ため、指導方法について今後も検討
し、必要に応じて改善を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100 216
実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、
多くの子どもが、質の高い
保育を受けられるようにな
る。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

478,974千円

R5予算現額

451,141千円

R4正規職員人件
費

0.52 人

4,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

132,540千円

R5予算現額

158,760千円

R4正規職員人件
費

22.25 人

178,045千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

21.89 人 評価者

～ 176,893千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

209,563千円

R5予算現額

248,159千円

R4正規職員人件
費

1.35 人

10,803千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.88 人 評価者

～ 7,111千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

232
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

補助金の交付をすることに
より障害のある児童につい
ても支援を受けながら他の
児童とともに教育や保育を
受けることができた。

A

補助対象施設の全てに補助金
を交付した。保育の質改善の
ため、引き続き補助事業を
行っていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 412,822千円

①補助実施延べ有資格者数

②保育体制強化事業費補助
金補助実施施設数

③保育補助者雇上強化事業
費補助金補助実施施設数

補助実施施設数

保育士確保や保育の質を改善するための補助金で
あるという趣旨や制度を理解してもらい、市内の
対象施設全てに実施してもらうことを目標とす
る。

R6年度に向けて、有資格者給与改善費
補助金の補助単価を23,500円から
28,000円へ増額することを検討した。

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助金交付要
綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

444,754千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

3 すべての人に健康と福
祉を

232
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供が
受けられた。

期間
会年職
員等

0.1人

R6目標

H27 76施設

特定教育・保育施設等に対し、有資格者給与改
善、職員配置基準改善及び保育支援者・保育補
助者雇用のために補助金を交付し、保育の質改
善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者給与改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育体制強化事業費補助金
 ④保育補助者雇上強化事業費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び
補助限度額による。

会年職
員等

0人

実績 69施設 69施設

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10,678人

②47園

③35園

R5目標 R5実績

園での事務手続きがより簡略化できる
よう、申請に当たっての様式等を工夫
していく。

R5その他職員従
事割合

71施設 71施設

会年職
員等

58人

実績 285人 321人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１２７人

②２５４人

③公立保育園１９園、民間
保育園１８園

R5目標 R5実績

実際に児童への支援を行う職員のため
の研修や巡回指導の充実を図る。

R5その他職員従
事割合

330人 381人

A

申請状況から各園の在園児の
中で発達に心配される児童が
増加傾向にある事が考えられ
る。補助金による職員確保
で、集団生活の中で健常児と
ともに育ちあえる支援ができ
ていることが成果と考えられ
る。

R5年度に改善した点

優先 自治事務 130,095千円
①公立保育園混合枠受入れ
数

②民間保育園、幼稚園の補
助対象児童数

③混合保育受入れ施設数

対象児童数

数年間増加傾向となっている申請状況から、今後
も同じ傾向が続くと考えられる。民間幼稚園にお
いても発達に心配さを持ち、療育に通う児童数が
増加している傾向がある。

引き続き保育者からの児童に対する支
援方法の不安の声や巡回相談の要望が
多くなる中で76施設1407件の巡回相談
を行った。

障害児保育事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業費補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

158,155千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

期間
会年職
員等

70人

R6目標

H3 390人

障害のある児童を健常児と共に保育することに
より、お互いの成長を促進させるための事業で
ある。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有する
が健常児の中で過ごすことにより、成長発達が
促進されると判定された児童、②民間保育園、
認定こども園・民間幼稚園から申請を受け、観
察保育を実施した結果、補助金の交付が適と判
定された児童を対象とし、対象児童の数に補助
単価を乗じた金額を障害児担当保育士等の雇用
費として支給する。

最優先 自治事務 209,563千円

①対象園数

②給食数

委託実施園数
平成28年度から令和5年度にかけて委託した12園
は、契約満了ごとに引続きプロポーザル方式によ
る委託を実施する。

令和4年度の業者選定に特に問題はな
く、また、現場における委託業務の実
施状況に不足もないため、令和5年度の
選定において改善した点はない。

保育園給食調理業
務委託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
所沢市定員管理計画

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

248,159千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

市立保育園における給食調理業務においては、
現業職員不補充の中、園児の食物アレルギー
等、多様な対応が求められている。このため、
安心・安全な給食を将来的に安定して提供し、
保育の一環である食育の推進を図るため、計画
的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内
の調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と
連携して行う食育活動を行う。

会年職
員等

0人

実績 10園 10園

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12園

②402,720食

R5目標 R5実績

委託化が完了している12園以外の7園に
ついて、現業職員の退職状況や園の施
設状況等を考慮しながら、委託化に取
り組んでいく。

R5その他職員従
事割合

12園 12園

A

目標を達成しており、令和6年
度についても業者選定をスケ
ジュールどおり進め、目標を
達成する見込みである。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28 12園

232
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

18,945千円

R5予算現額

20,167千円

R4正規職員人件
費

0.39 人

3,121千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.31 人 評価者

～ 2,505千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

0千円

R5予算現額

6,300千円

R4正規職員人件
費

0千円

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,616千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

135,249千円

R5予算現額

174,966千円

R4正規職員人件
費

0.63 人

5,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.88 人 評価者

～ 7,111千円 青少年長　榎本　崇義

保育士宿舎借上補
助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

232
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

事業の目的及び具体的な内容

R6目標

R2 28人

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るた
め、保育士の宿舎を借り上げている民間保育施
設を運営する者に対し、補助金を交付する。

会年職
員等

0人

実績 29人 28人

補助対象保育士数は目標に1人届かなかった
が、補助金対象施設数及び補助対象保育士の
延月数は増えているため補助金の活用は進ん
でいる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21園

②30人

R5目標 R5実績

補助金を未申請の施設や新卒保育士に
向けて補助金の周知を行う。

R5その他職員従
事割合

31人 30人

A

事象を開始して4年目となり、
補助金対象施設数及び補助対
象保育士の延月数は増えてい
る。
引き続き保育人材確保に向け
て長期的な視点で成果を推し
量っていくべき補助金である
ため、今後も制度の周知及び
積極的な活用の呼びかけを
行っていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 15,292千円

①補助対象施設数

②補助対象保育士数

補助対象保育士数 前年度の実績などを用いて設定した。 施設から質問があった項目についての
FAQを更新し、全ての施設に共有を行
い、補助金の理解促進に努めた。

新規事業であるため、対象保育士に
とって分かりやすい申請手続きとする
よう、工夫した。

保育士奨学金返済
支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
所沢市保育士奨学金返済支援事業費補助金交付要綱 1,228千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

保育人材の確保を図るため、所沢市内の民間保
育所、認定こども園、地域型保育事業施設で新
たに就労する保育士の奨学金返済に係る費用の
一部を補助するもの。

会年職
員等

0人

4 質の高い教育をみんな
に

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要綱

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

15,995千円

R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

補助金交付を通して保育士
を確保し、円滑な保育の提
供につなげた。

期間
会年職
員等

0.05人

事業化に当たり、対象施設に対し、補助対象
者となる可能性のある保育士数の調査を実施
した上で35人分を目標値としたものの、事業
開始初年度かつ年度途中からの開始であった
ため実際は想定より少ない15人分の実績と
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15人

R5目標 R5実績

本事業を通じて保育人材の確保が進む
よう、広報や市ホームページでの周知
のほか、学生に向けたPRも進めてい
く。

R5その他職員従
事割合

35人 15人

補助金交付を通して保育士
を確保し、円滑な保育の提
供につなげた。

公設の児童クラブや生活クラブが整備されてい
るものの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生
等が著しい緊急性の高い小学校区もある。これ
らの小学校区において保護者が労働等により昼
間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了
後等に適切な遊びや生活の場を与えて児童の健
全育成を図る。

会年職
員等

0人

実績 405人 452人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

事業開始初年度かつ年度途中
からの実施であったため、目
標を下回る実績であったが、
15人の新規採用保育士に補助
金を交付することができ、事
業の目的は一定程度果たすこ
とができたと考える。次年度
以降、補助制度の認知度を高
めることで、さらなる保育人
材の確保に向けた取組を進め
ていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
自治事務 0千円

①補助対象保育士数

補助対象保育士数
保育人材の確保を図るための補助事業となってい
ることから、補助対象となった保育士数を指標と
し、増加を目指す。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 40人

233
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

①11クラブ

R5目標 R5実績

232
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク

実績 ― ―

事業の種別

最優先

目標設定の考え方・根拠

A

平成28年度から、児童クラブ
の狭隘化及び大規模化が著し
い小学校区を対象に、民設民
営児童クラブを開所してい
る。平成28年度から令和5年度
までに計11か所を開所し、定
員480人を確保し、当該小学校
区の保留児童解消に一定の成
果を挙げていると考える。
今後、狭隘化や大規模化、保
留児童対策として、小学校施
設の活用を第一に検討する
が、小学校施設の活用が難し
い場合には、民設民営児童ク
ラブの開所を検討する。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 134,896千円

①民設民営児童クラブ数 民設民営児童クラブとして確保した供給量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化
等が著しい緊急性の高い小学校区への対策を
目的とするため、確保した供給量を指標とす
る。目標値としては、前年より3支援単位増や
した定員とした。

R6年度開所に向けて、新規クラブの開
設と既存クラブの支援単位増の準備を
行った。

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も
児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の設備及び運
営に関する基準を定める条例 169,913千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

学校施設の活用を第一に進めている
が、民設民営児童クラブは保留児童解
消に即効性があるため、今後は既存ク
ラブを継続しつつ、地域の実情に応じ
て新規導入を検討していくこととす
る。

R5その他職員従
事割合

480人 501人
子どもたちの放課後の居
場所を提供し、保護者が
働きやすい環境づくりに
寄与した。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27 600人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

475,819千円

R5予算現額

475,655千円

R4正規職員人件
費

1.04 人

8,322千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.18 人 評価者

～ 9,536千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

336千円

R5予算現額

336千円

R4正規職員人件
費

0.15 人

1,200千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.11 人 評価者

～ 889千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

8,250千円

R5予算現額

8,440千円

R4正規職員人件
費

0.15 人

1,200千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 808千円 青少年長　榎本　崇義

「所沢市放課後こども健全育成基本方
針」の推進に向けて、所沢市放課後児
童対策協議会において進捗状況を管理
するとともに、答申に基づき更なる充
実を図る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 76.0% 放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供するこ
とで、児童の健全育成
と、保護者の就労の支援
につながる。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H22 100.0%

目標設定の考え方・根拠

A

重点事業1「放課後児童健全育
成事業」は、学校施設活用に
よる定員拡大により、高い達
成率となった。重点事業6「ふ
るさと所沢親子で再発見事
業」は、所沢郷土かるた写真
コンテストや市民フェスティ
バルの大型かるた大会、児童
館でのかるた大会を実施し
た。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
- 自治事務 246千円

①協議会の開催数 重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を
推進するためには、本基本方針の第2期事業計
画における6重点事業を達成していくことが重
要である。そのため、各重点事業の達成率を
指標とする。

放課後児童健全育成事業は、今後も児
童クラブの定員を増やすために、施設
整備を進める必要がある。
R6年度開所に向けて、新規クラブの開
設や既存クラブの支援単位増の準備を
行った。

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

次世代育成支援対策推進法 246千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重
点事業の計画期間（令和2年度から5年間）につ
いて、事業の進捗管理を行う。
また、諮問事項である、「放課後児童対策一体
運営事業の目指すべき今後の方向性」について
答申を行う。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 68.0% 進捗状況は、実施翌年度の第2回協議会（11
月）で報告するため、R4・R5実績は3・4年度
実施事業の実績となっている。重点事業2「放
課後子ども総合プラン推進事業」は放課後子
供教室の新設、放課後子供教室と放課後児童
クラブの新たな連携が実現していない状況で
ある。また、重点事業6「ふるさと所沢親子で
再発見事業」は新型コロナの影響により、内
容を変更したり新たな事業を実施したため達
成率が低くなり、本事業の達成率に影響が生
じた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S43 100%

233
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

①３回

R5目標 R5実績

233
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

-

児童クラブ運営事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等に
より昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業
の終了後等に適切な遊びや生活の場を与えて、
児童の健全育成を図る。	

会年職
員等

0人

実績 100% 84%

支援単位を増やしたが、入所希望児童も増え
たため。100％達成に向けて今後も計画的に施
設整備を行う必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①31クラブ

②2,158人

R5目標 R5実績

教育委員会と協力し、学校施設を活用
した児童クラブの整備を進めていく。

R5その他職員従
事割合

100% 89%
子どもたちの放課後の居
場所を提供し、保護者が
働きやすい環境づくりに
寄与した。

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

支援単位を増やし、大規模児
童クラブ数が前年度から2支援
減少したため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を

11 住み続けられるまち
づくりを

自治事務 461,092千円 ①公設児童クラブ数（児童
館生活クラブを除く。）

②公設児童クラブ登録人数
（児童館生活クラブを除
く。）

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童クラ
ブ（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業
の質の維持と向上の視点から、児童クラブ人
数の適正化率（大規模児童クラブの解消）を
指標とする。

R6年度に向けて、既存クラブの支援単
位増の準備を行った。児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及び運営に関す

る基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条例　外 464,155千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 8,250千円

①放課後児童対策一体運営
事業利用者数

②一体運営及び一体型のべ
実施日数

放課後児童対策一体型及び連携型の実施校区
数

8 働きがいも経済成長も

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

児童クラブとほうかごところのより一
層の連携や協力について、各児童クラ
ブ施設に呼びかけた。

放課後子ども総合
プラン推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

子ども・子育て支援法 8,439千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの放課後児童対策事業の更なる
連携等を図ることによって、より効果的、効率
的な放課後対策の検討を進める。

会年職
員等

0人

実績 11校 8校

既存のほうかごところと児童クラブ・生活ク
ラブの連携状況について確認を行ったが、昨
年度と同様８小学校区での連携状況だった。
また、新たな放課後子供教室の設置に係る相
談を受けている小学校区はあるものの、新規
開設には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①152人

②183日

R5目標 R5実績
「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの事業を連携
する上で生じる課題を整理し、各関係
機関への働きかけを進める。併せて、
放課後子供教室の新設については、教
育委員会と連携をし、方向性について
検討していく。

R5その他職員従
事割合

11校 8校
放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の
更なる向上や、運営の効
率化につながる。

期間
会年職
員等

中富小学校の放課後児童対策
一体運営事業について、多く
の児童に利用いただき好評を
得ている。
放課後子供教室と放課後児童
クラブの連携は前年度同様8校
であった。
新規の放課後子供教室開設に
ついては、引き続き教育委員
会と連携して検討していく。

0人

R6目標

H23 11校

233
こど
も未
来部

青少
年課

目標設定の考え方・根拠

A

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童ク
ラブ」「ほうかごところ」の３つの放課後児
童対策事業の更なる連携等を図るため、その
実施校区数を指標とする。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

280千円

R5予算現額

340千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.42 人 評価者

～ 3,394千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

400千円

R5予算現額

459千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.44 人 評価者

～ 3,556千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

0千円

R5予算現額

12,084千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.80 人 評価者

～ 6,465千円 こども政策課長　田中　綾子

より多くの学校から夏休みの課題とし
て採用してもらえるよう、各校へ前年
度の作文集を送付することとし、応募
数の増加を図る。

R5その他職員従
事割合

4.0% 1.4%
作文に取り組むことによ
り、自分の家庭を考え、ま
たそれを読んだ人も家庭に
ついて考える機会を持っ
た。

期間
会年職
員等

0.3人

R6目標

S48 4.0%

241
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

年により変動はあるものの減
少傾向が続いており、応募作
文数の増加が望まれる。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 237千円

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

対象児童生徒数に対する作文応募数の割合
家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を募
集しているので、その応募数を指標とする。

優秀作文表彰式の制限をなくし、表彰
式への参加者数が増えたことで、優秀
作文を多くの方に見てもらえることが
できた。また、参加賞の景品を小中学
生が好みそうなものに変更した。

「家庭の日」推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 279千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤
である家庭を改めて認識する「日」を設定し、
家庭における青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家
庭を基盤として青少年が未来に向けて考えてい
ること（夢・希望・提案）をテーマとした作文
を募集し、優秀作品を選考して、優秀者の表彰
を行う。

会年職
員等

0.3人

実績 4.0% 1.7%

夏休みの必修課題となっている学校が減り、
応募数が減っている。学校への広報の強化が
必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①68件

②263件

R5目標

241
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

青少年健全育成の実現には、
継続的に啓発活動を行うこと
が効果的であり、全国的に展
開する強調月間に合わせて本
市の青少年健全育成に関わる
各団体の協力を得て活動を行
うことは、大変有意義である
と考えている。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 398千円 ①啓発活動に協力した延団

体数

②啓発活動に協力した延人
数

③啓発活動に協力したジュ
ニア推進員延人数

啓発物配布数

0.3人

R6目標

H10

16 平和と公正をすべて
の人に

- 373千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥
ることなく、豊かな個性と能力を持った人間に
成長する社会環境を地域社会が主導して創って
いくよう、市民全体に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に
係る街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の
主催により、関係団体の協力を得ながら実施す
る。

会年職
員等

0.3人

実績 3,200個 3,200個

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①51団体

②235人

③2人

R5目標 R5実績

現在の配布物はサイズが大きいため、
若い人は受け取らない傾向がある。で
きるだけ多くの人に受け取ってもらえ
るよう、配布物の大きさを小さくする
ことを検討する。

R5その他職員従
事割合

3,200個 3,200個
活動を継続していること
で、市民全体が背少年の育
成に関心を持ち、地域形成
につながる。

会年職
員等

3,200個

242
こど
も未
来部

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

青少年の非行・被害防止、また健全育成を目
的に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配
布数を指標とする。

7月の活動では、暑さ対策として令和4
年度から継続して開催時間を早め、熱
中症に気を付けるよう参加者へ周知し
た。

青少年健全育成広
報・啓発活動事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

申請時にLINE公式アカウント「こど
も・若者情報チャンネル」に友だち登
録してもらうことにより、高校生世代
とのつながりが確保できたことから、
今後、情報発信に活用していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 76.0%

ギフトを支給することで中学
校を卒業する世代の若者を応
援するとともに、申請の際に
LINE公式アカウント「こど
も・若者情報チャンネル」に
友だち登録をしてもらうこと
により、これまで接点のな
かった若者とのつながりがで
き、若者向けの情報発信がで
きるようになった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R5

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 0千円

①支給対象者数

②支給人数

ギフトカードの支給割合
（支給人数÷支給対象者数）

できるだけ多くの対象者へ支給することを目標と
するため、支給割合を指標とする。

Ｒ５年度新規事業

若者応援事業（16
歳の未来へ）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

ー 8,924千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

義務教育を終えて中学校を卒業する世代の若者
へギフトカードを支給することにより、未来へ
挑戦する若者を応援する。また、申請の際に
LINEの友だちに登録してもらうことにより、高
校生世代との接点を確保し、現状把握や情報発
信に活用する。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

当初の見込みよりも申請件数が少なかったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,934人

②2,230人

R5目標

若者を応援するため、ギフ
トカードを支給することに
より、学習機会の確保に貢
献した。

ー



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

429,335千円

R5予算現額

420,062千円

R4正規職員人件
費

0.70 人

5,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.89 人 評価者

～ 7,192千円 青少年長　榎本　崇義

R4予算現額

2,445千円

R5予算現額

2,346千円

R4正規職員人件
費

0.27 人

2,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

573千円

R5予算現額

573千円

R4正規職員人件
費

0.42 人

3,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 社会教育課長　奥井　祥三

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例 405,056千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを
通じて健康増進及び情操を豊かにするととも
に、安全な居場所を提供する。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育
ちを支援する。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長
期学校休業日等に適切な遊び及び生活の場を提
供する。
なお、事業に民間の活力を導入することで、
サービスのさらなる向上を図るとともにコスト
の削減を図る。

242
こど
も未
来部

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

来館者目標は達成できなかっ
たが、前年度に比べて大幅に
来館者数を伸ばすことが出来
た。
また、来館者を対象としたア
ンケートでの満足度は全体の
90％近くから「やや満足して
いる」「満足している」とい
う高い評価である。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 409,801千円

①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

0人

R6目標

期間
会年職
員等

0.07人

R6目標

S48 14,440

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増進
し情操を豊かにすることを目的に設置された児童
厚生施設であり、また、当該施設で生活クラブや
子育て支援を行うことを目的としているから、そ
の利用者数を指標とする。

令和５年５月に新型コロナが５類に移
行し、児童館利用に関する制限を緩和
して各館がコロナ前と同様の水準の来
館者増を目指して運営していった。

児童館運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

徐々に子ども会活動が再開している
が、校区ごとに状況が異なっているた
め、各校区に応じた対応や支援を実施
していく必要がある。

R5その他職員従
事割合

14,440 14,209

子ども会の異年齢集団による
様々な遊びや生活体験・自然
体験には、子どもたちが協調
性や自己決定能力等を獲得す
る効果が期待できる。その活
動を支える子ども会育成会活
動は、地域の人々が子どもの
健全育成に携わることを主眼
としており、地域の教育力向
上に寄与している。コロナ禍
で活動が出来ない状況が続い
ていたが、令和５年度も多く
の校区で活動が徐々に戻って
きており、引き続き本事業を
通じて、子ども会活動を支援
していく。

R5年度に改善した点

H24

R5実績

利用者を対象としたアンケート結果で
も満足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、
児童館運営の適正を確保する。

R5その他職員従
事割合

342,000人 299,450人

会年職
員等

342,000人

会年職
員等

0人

実績 342,000人 222,840人

令和５年５月に新型コロナが５類に移行し、
児童館利用に関する制限を緩和して各館がコ
ロナ前と同様の水準の来館者増を目指して運
営していった。
その結果、来館者数目標に対して未達では
あったが、前年度比約134％と大きく伸びた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①348日

②945

③770人

R5目標

R5目標値が未達成の理由・分析

　様々な生活体験・自然体験の機会を充実さ
せ、子どもたちの「生きる力」を育む地域の子
ども会活動の振興を図るため、小学校区を単位
とした子ども会育成会に補助金を交付する。
　また、各校区の子ども会育成会相互の連携・
情報交換・研修及び広域的な事業を行いなが
ら、各校区子ども会育成会を支援している所沢
市子ども会育成会連絡協議会に対しても補助金
を交付する等の支援を行う。

会年職
員等

0.07人

実績 14,440 14,542

家庭を取り巻く環境の変化などにより、校区
活動休止等の子ども会があり、会員数が大幅
に減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①81人

②71人

③196人

R5目標

多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標と
した。

交付金申請様式の市ホームページへの
掲載や、報告時の様式の電子データで
の配布等により、紙媒体での配布物の
削減及び校区役員の事務負担の軽減に
努めた。

地域での体験活動の機会を
提供した。

乳幼児とその保護者、小
中学生の居場所作りとし
て貢献した。

243
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

目標設定の考え方・根拠

A

異年齢との交流やキャンプな
ど野外活動の実施を中心とし
た自然体験・社会体験など、
様々な体験活動から主体性や
協調性など「生きる力」を身
に付けることができ、本市の
青少年教育の向上に貢献して
いる。
またボーイスカウト・ガール
スカウトは市民フェスティバ
ル等での奉仕活動なども行っ
ており、本市の青少年健全育
成への貢献度は高い。これら
のことから、今後も体験活動
の充実のため、活動団体の支
援を進めていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 552千円

①ボーイスカウト・ガール
スカウト部隊数
②ボーイスカウト・ガール
スカウト団員加入人数
③サマースクール参加児童
数

補助事業の年間事業数（件）

0人

R6目標

S50

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 792千円 ①「彩の国21世紀郷土かる
た」所沢大会参加者数

②５年生インリーダー研修
会参加者数

③子ども会育成者研修会の
参加者数

子ども会の会員人数（人）

子ども会育成事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所
沢市子ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱 1,438千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績

326

会年職
員等

300

243
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、ガールスカウト補助金交付要綱、
所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱 555千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　青少年を対象として、自然・社会体験学習や
異年齢交流の場として市内で活動する青少年育
成団体のボーイスカウト（2団体）、ガールスカ
ウト（2団体）、所沢サマースクール実行委員会
に補助金を交付するとともに活動を支援する。

会年職
員等

0人

実績 300 322

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①16部隊

②187人

③76

R5目標 R5実績
地域の青少年健全育成を図っている
ボーイスカウト・ガールスカウト、日
常では経験することができない青少年
体験活動を実施する所沢サマースクー
ルの活動意義は大きく、行政との連携
は必要であり、今後とも必要な支援を
継続していく。

R5その他職員従
事割合

300

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての事
業が活発に行われることを期待して活動を支援し
ているため、団体の年間事業数を指標とする。

新型コロナウイルス感染症も５類に移
行し、以前よりも積極的に活動を行っ
た。

青少年団体活動助
成事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

310千円			

R5予算現額

310千円

R4正規職員人件
費

0.06 人

480千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

3,226千円			

R5予算現額

3,274千円

R4正規職員人件
費

0.52 人

4,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.59 人 評価者

～ 4,768千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

356千円

R5予算現額

356千円

R4正規職員人件
費

0.35 人

2,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円 社会教育課長　奥井　祥三

社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行委員会
補助金交付要綱 310千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

人形劇を通じて子どもたちの情操や感受性を育
み青少年教育の振興を図ることを目的として実
施する人形劇フェスティバルに対し、補助金を
交付する等により活動を支援する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 93.1%

コロナ禍からワークショップ等の要素を加
え、夏と冬の2回実施を行ったが、想定以上の
参加者数と保護者を含めた幅広い年齢層の子
どもたちが来場し、コロナ明け初の試みで
あったため、会場レイアウトや3歳以下の子ど
もたちへのテーマ設定等、再検討すべき項目
が見つかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5団体

②414人

R5目標 R5実績
より多くの子どもたちに文化事業を体
験してもらう為に、事業運営の見直し
について実行委員へ促し続けていくと
同時に、課題である「新たな実行委員
や出演者の成り手不足」についても、
持続可能な活動を支援するためにも、
助言・提案を行っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 94.1%

子どもたちの感受性を育む
機会を提供した。会年職

員等
0人

R6目標

100.0%

243
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

年度内2回の開催やワーク
ショップ等の実施方法の工夫
などにより、多く子どもたち
に文化体験事業を展開してい
る反面、実行委員の高齢化や
出演者の成り手不足など継続
的な運営といった観点から課
題となっている。テレビやイ
ンターネットなど映像に触れ
る機会が多い中、生の公演を
見ることで子どもたちの豊か
な感受性や想像力を育む場と
して、また、アマチュア人形
劇団の交流と研鑽の場でもあ
る本事業を継続するために
も、実行委員会とともに、よ
りよい運営に向けて検討を進
めていきたい。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
- 自治事務 65千円		

①参加団体数

②来場者数

来場者の満足度（％）							

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H2 7,849 人

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 2,853千円

①各事業の開催延べ日数

②文学・イラストの応募作
品数

③事業の参加者延べ人数

市内児童・生徒の事業参加率（％）
（令和６年度目標　事業総参加者数）

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すた
め、市内児童・生徒数に占める参加率を指標と
し、前年度実績以上の参加率を目標値とした。

所沢こどもルネサンスのホームページ
での情報発信に努めた。また、既存の
申込方法の変更を行い、ほとんどの事
業でICTを活用した申請方法を取り入
れ、時代に応じた形へと事業の見直し
を図った。

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

243
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

コロナ禍での経験を生かし、時代に
合った周知の形態・申込方法・事業開
催等より良い事業を実施していけるよ
う継続的な団体支援に努める。

R5その他職員従
事割合

31.0% 30.0%

人形劇の上演を通じて、子どもたちの感受性を育
むこと等を目的としているため、来場者アンケー
ト結果を指標とする。

冬と夏で、市内の異なる会場で開催
し、募集については、以前は会場のあ
る行政区の保育施設等へチラシを配布
していたが、近隣行政区へも配布先を
広げ、より多くの子どもたちに事業周
知を行った。また、コロナ禍では「事
前申込制」としていたが、令和５年度
は「当日自由参加」にすることで、よ
り参加しやすくなった。ところざわ人形劇

フェスティバル開
催支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

H4

実行委員会が主体となり、多
岐に渡る文化事業を通じて子
どもたちの健全育成に貢献
し、一定の成果を上げてい
る。また、ポストコロナ禍に
おいても、実行委員会が主体
となり話し合いを重ねながら
出来ることを考えて、事業を
実施している。学校教育の枠
を超えて、子どもたちが自分
たちの感性を伸ばせる場をよ
り多く提供できるよう、引き
続き支援をしていく。

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付
要綱 3,226千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　青少年教育の振興を図ることを目的とし、子
どもたちの感性や表現力を養う文芸・イラス
ト・合唱など様々な文化事業を行う所沢こども
ルネサンス実行委員会に補助金を交付して活動
を支援するとともに、開催報告集の作成等を行
う。

会年職
員等

0人

実績 31.0% 29.3%

ポストコロナ禍での社会事情を加味し、一部
事業を事前申し込み制や規模の縮小を行った
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①41日

②4,125点

③7,849人

R5目標

地域での体験活動の機会を
提供した。

243
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

全国でも稀な歴史のある写生
大会であり、野外で絵を描く
機会や家族がふれあう場を提
供するだけでなく、行政・協
賛企業（民間）・実行委員会
（ボランティア）・学校の連
携によって実施されているこ
とに大きな意義があると評価
も高い。
令和５年度においても、写生
するだけでなく、図工ワーク
ショップや音楽演奏等も開催
した。
今後も各方面からの協力をい
ただきながら、継続して実施
していきたい。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 336千円

①提出された作品数

②写生大会当日の参加者数

③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）

0人

R6目標

S61

社会教育法、文化芸術振興基本法、所沢市子ども写生大会
実行委員会交付金交付要綱 336千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　野外での写生や創作活動を通して、子どもた
ちの感受性や表現力を育てることを目的に、株
式会社サクラクレパス、株式会社KADOKAWA、公
益財団法人角川文化振興財団の協賛を得て、所
沢市子ども写生大会を開催する。
　さらに、入賞作品の展示会や市内小中学校へ
の巡回展を合わせて開催する。

会年職
員等

0人

実績 90.0% 95.8%

写生大会全体の参加者数を把握するために、
令和５年度からワークショップのみ参加する
子どもについても受付をしてもらうこととし
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①491点

②877人

③1,139人

R5目標 R5実績 令和４年度から会場と内容が変わり、
参加者からも大変好評ではあるが、東
所沢公園やサクラタウンの中で写生す
ることが出来る場所が限られてしまう
ことから、マンネリ化してしまう恐れ
がある。今後について、実行委員及び
協賛企業とも協議を重ねながら、事業
を進めていきたい。

R5その他職員従
事割合

90.0% 86.9%

子どもたちの感受性を育む
機会を提供している。会年職

員等
90.0%

参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえる
よう、作品の提出率を指標とし、90％を超えるこ
とを目標値とする。

写生する場所が限られてしまうことか
ら、色の付いたビニール製の袋をテー
プで繋げてクジラをモチーフとした制
作物を作成し、東所沢公園に設置し
た。特に低学年にたくさん写生され、
とても好評であった。
このカラフルクジラは、市内中学校の
美術部や大学生を中心に作成した。

子ども写生大会開
催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

2,308千円

R5予算現額

2,348千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

193,907千円

R5予算現額

207,618千円

R4正規職員人件
費

0.60 人

4,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,445千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

59,273千円

R5予算現額

59,859千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 学校教育担当参事　吉川　誠

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

進捗状況調査を通して明らかになった
課題を校長会を通して周知し、学力向
上推進事業をさらに充実させていく。
また、令和３年度に作成した「授業改
善チェックシート」の周知、学校指導
訪問での活用等を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

令和5年度は、研究委託を受け
た全ての学校で研究を進める
ことができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H23

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 2,205千円

①研究委託校数

研究委託校における授業実績

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必
要であり、その旨成果があったと報告された
学校の割合を指標としている。

令和５年度までの「学び創造アクティ
ブPLUS」での課題を踏まえ、令和６年
度からの「トコろん学力向上プロジェ
クト事業」における重点を検討し、下
記の取組を進めることとした。
①認知能力の向上
②非認知能力の育成
③言語活動の充実

トコろん学力向上
プロジェクト事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
学習指導要領 1,881千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向
けた３つの目標」を踏まえた取り組みを推進
し、地域総がかりで市内児童生徒の学力向上を
図る。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１７校

R5目標

本事業は、質の高い教育
を目指すことと同義であ
り、地域との連携を通し
て住み続けられる地域づ
くりに貢献している。

100.0%

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成して
おり、通常の学級、特別支援
学級における配慮を要する児
童に対する学習支援や日常生
活上の介助などの支援が適切
に行われ、一定の成果をあげ
ていると考える。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 180,052千円

①特別支援教育支援員採用
人数

②心身障害児介助員採用人
数

満足度
※特別支援教育支援員と心身障害児介助員の
平均値としている。

114人

R6目標

H20

10 人や国の不平等をな
くそう

- 191,544千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を
市立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し
通常学級の支援を行い、心身障害児介助員につ
いては特別支援学級等設置校に配置し、特別支
援学級での支援を行う。

会年職
員等

112人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①50人

②65人

R5目標 R5実績 通常の学級において個別の支援が必要
な児童生徒や、特別支援学級において
介助の必要な児童生徒が増加してお
り、今後も教育的ニーズに応じた指導
の充実を図るため、事業を拡大してい
く。また、研修会等の内容を充実さ
せ、特別支援教育支援員と心身障害児
介助員の資質向上を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献
している。

会年職
員等

100.0%

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができている
かを検証するため、配置校からの報告結果を
指標としている。

心身障害児介助員については、特別支
援学級の増設に伴い、配置人数の拡大
をした。

特別支援教育支援
員等配置事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

各校1名であると、支援を必要としてい
る全ての児童生徒に十分な支援ができ
ない現状であるが、配置の効果を検証
し、更なる効果的な活用を検討した上
で、質の確保ができるように努める。
質の確保ができるようならば、予算を
考慮し、増員配置等を行い、事業の拡
大をする。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

成果指標の目標値を達成して
おり、学習支援員を全小・中
学校に1人ずつ配置し、教科指
導において少人数指導や、児
童生徒の個に応じた支援な
ど、各学校のニーズに応じた
きめ細かな指導が行われ、一
定の成果をあげていると考え
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

47人

R6目標

H14

4 質の高い教育をみんな
に

優先 自治事務 53,529千円

①学習支援員採用人数

満足度
学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支
援ができているかを検証するため、配置校か
らの報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希
望を参考にしたり、担当者が積極的に
訪問したりすることで、児童生徒への
より充実した支援を行うことができ
た。

学習支援員配置事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 55,790千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

原則として教員資格を有する人材を市立小・中
学校に学習支援員として配置し、少人数指導な
ど個に応じた指導の充実を図る事を目的とし
て、学校の実情に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

会年職
員等

47人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①４７人

R5目標

少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図ってい
る。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

17,679千円

R5予算現額

17,679千円

R4正規職員人件
費

0.10 人

800千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,616千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

R5予算現額

216千円

R4正規職員人件
費

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

R5予算現額

638千円

R4正規職員人件
費

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円 学校教育担当参事　吉川　誠

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値に対しては約95％の実
績となっており、県の平均正
答率を上回った教科もあるこ
とから、一定の成果をあげて
いると考える。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
重要 自治事務 15,383千円

①埼玉県学力学習状況調査
の実施人数

埼玉県学力学習状況調査の正答率

0人

R6目標

H15

学習指導要領 16,043千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせ
る事を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ
調査を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を
得て、その分析をもとに指導に活かす。
②市独自の「学びノート」については、必要に
応じてホームページからダウンロードする方法
にて、学校・家庭における効果的な活用を促進
する。

会年職
員等

0人

実績 62.0% 59.3%

中学２年生英語の平均正答率が54.5%（県平均
53.3％）中学３年生英語の平均正答率が
53.6%（50.4％）となっているため、全体の
正答率が低く算出されている。しかし、どち
らも県の平均正答率を上回っており、平均正
答率の数値だけでなく、県平均等との比較を
もって達成状況を分析する必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15,427人

R5目標 R5実績

「ステップアップ調査」にて、本市の
課題である記述式問題を取り入れなが
ら改善を図る。また、ステップアップ
調査の結果を分析し、さらなる進路指
導の充実を図る。

R5その他職員従
事割合

62.0% 58.8% 市内全児童生徒に対し
て、基礎・基本の定着を
図るための「学びノー
ト」をオンラインドリル
として、授業や家庭学習
にて活用した。

会年職
員等

62.0%

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるた
め、埼玉県学力学習状況調査結果を指標とし
ている。

ステップアップ調査の問題検討会を、
コロナ禍の令和2～4年度では書面開催
としていたが、5類移行後も事務の効率
化のため、書面開催を継続した。
また、試験後の問題用紙の回収など管
理について、調査の直前にも各中学校
へ通知し、重ねて周知を図った。

確かな学力定着事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

学校・家庭・地域それぞれが自分事と
して学校課題を共有し合意形成を行う
ことが必要となる。このため研修等に
より、学校運営協議会委員の理解向上
に努めていく。

R5その他職員従
事割合

80.0% 84.8%

開かれた学校づくりをさらに
進めていくため、保護者や地
域の方による学校運営協議会
による協議が必要と考える。
そのためにも各学校で、学校
運営協議会委員から聴取した
意見がどのように活かされた
かについても把握に努めてい
く。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

4 質の高い教育をみんな
に

優先 自治事務
①導入校数

②学校運営協議会委員の総
人数

③学校運営協議会の延べ開
催回数

学校運営協議会委員の協議会参加率
（実施校の参加延べ人数 ÷ 実施校の延べ人
数）

学校運営協議会の目的が達成されているかを
測るため、多くの委員の参加を求める必要が
あることから、参加率を指標とする。 R5年度新規事業

コミュニティ・ス
クール導入事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
地方教育行政の組織及び運営に関する法律 168千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

学校・家庭・地域が学校教育目標のビジョンを
共有し、社会総がかりで子どもたちを育むこと
を目的として、小・中学校に学校運営協議会
（コミュニティ・スクール）を導入し、保護者
や地域住民による学校運営への必要な支援に関
する協議を行う。

会年職
員等

0人

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4校

②22人

③9回

R5目標

学校が家庭・地域と連携
して教育目標や学校課題
の情報共有や協議を行う
ことで、開かれた学校づ
くりを推進している。

80.0%

251
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

当初の想定より多くの児童・
学習ボランティアに参加をし
てもらい、事業目的を概ね達
成することができた。参加児
童、保護者、ボランティアの
方々から好評価であり、中学
生のキャリア教育、体験活動
にもつながった。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
最優先 自治事務

①実施会場数

②参加児童数（実人数）

参加児童へのアンケート結果

設問ａ：参加する前より計算力が上がったと
思いますか。→「そう思う」と答えた割合
設問ｂ：参加して、算数は楽しいと思いまし
たか。→「そう思う」と答えた割合

0人

R6目標

R5

- 457千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域の教育力を活用し、所沢市の子供たちの学
力向上及び学習意欲の向上を図る。
①市内の小学３年生から６年生の児童を対象
に、「数と計算」領域を中心に算数の学力向上
を図る。
➁ボランティアの方々の協力のもと個別の学習
支援を重質させ、「できた」「わかった」とい
う達成感が味わえるようにする。

会年職
員等

0人

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1会場（教育センター）

②117人

R5目標 R5実績

複数開催に向けての開催形式等の見直
し、学習支援のための手立て、学習ボ
ランティアの確保など。

R5その他職員従
事割合

90.0% ａ92.3%・ｂ91.4%
アンケートの結果などか
ら、本事業の学習を通し
て、大多数の児童が計算力
向上の実感を持っている。

会年職
員等

90.0%

本事業を通して、所沢市の子供たちの学力向
上及び学習意欲の向上を図るためには、参加
児童を対象としたアンケートもとに検証する
必要があり、アンケート項目を指標としてい
る。

R5年度新規事業

「トコろん　のび
のび塾」算数基礎
学力向上プロジェ
クト事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

135,485千円

R5予算現額

136,403千円

R4正規職員人件
費

1.24 人

9,922千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.23 人 評価者

～ 9,940千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

12,533千円

R5予算現額

13,065千円

R4正規職員人件
費

0.32 人

2,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.73 人 評価者

～ 5,899千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

1,060千円

R5予算現額

998千円

R4正規職員人件
費

2.10 人

16,804千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.48 人 評価者

～ 11,960千円
教育センター担当参事　中村
啓

251
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

　教員が子供と向き合える時間を確保
できるよう、講義型の研修会において
は、オンラインやオンデマンド型の検
討を行った。引き続き、子供と向き合
う時間の確保と研修の効果を考えた運
営を行う。

R5その他職員従
事割合

95.0% 99.7%

   当初予定した１５研修会全
てを実施できた。参会者の満
足度が100％に近いため、目標
を達成できたといえる.。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

36人

R6目標

H14

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 119,766千円

①研修会参加者満足度

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アン
ケート回答数 　授業公開を行う研修会では、授業研

究が深まり、参加者のニーズに応えら
れるよう、開催方法を集合型とした。

教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

学習指導要領 106,494千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】今日的な教育課題を踏まえ、幅広い見
地から情報を得ながら、教員の指導力向上に向
けた実践的な教育についての研修の場を提供す
るとともに、人的支援を行うことで、児童生徒
の学力向上を図る。
【内容】①学校力向上プログラムにて市内小・
中学校の校内研修をサポートし、市内に広める
研修会を実施②今日的な教育課題や教科等にお
ける指導力向上の研修会を実施。

会年職
員等

40人

実績 95.0% 97.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①600人

R5目標

　研修会に参加しやすい環
境整備により、教職員の学
びの機会を確保し、所沢市
の児童生徒への質の高い教
育実施に貢献した。

95.0%

251
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　参会者の満足度が100％のた
め、目標を達成できたといえ
る。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 11,924千円

①「英語サロン」の参加者
数

内容についての参加者満足度

16人

R6目標

H23

学習指導要領 12,267千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が
行う外国語活動の授業を支援するとともに、外
国語活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32
校に派遣し、3・4年生外国語活動、5・6年生外
国語科の授業に配置している。

会年職
員等

16人

実績 95.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29人

R5目標 R5実績

　支援員とともに外国語を担当する教
諭の資質向上を図ることで、小学校の
外国語活動・外国語科のさらなる推進
に資することが課題である。

R5その他職員従
事割合

95.0% 100.0%
　支援員の学びの機会を確
保し、所沢市の児童生徒へ
の質の高い教育実施に貢献
した。

会年職
員等

ー

251
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

「大変よかった」「よかった」の回答数／アン
ケート回答数（次年度、英語サロン廃止に伴い、
評価項目及び評価指標を変更予定のため、R6目標
は未記載）

　AETとの連携を充実させるため、演習
と公開授業による研究協議を設定し
た。

小学校外国語活動
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

　県の年次研修とのバランスに配慮し
た研修の設定や、キャリアステージに
応じた研修になるよう、方法や内容に
ついて引き続き吟味していく。

R5その他職員従
事割合

95.0% 96.6%

　研修会の参会者の満足度が
100％に近いため、目標を達成
できたといえる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S46

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 85千円

①研修会参加者満足度

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アン
ケート回答数

　コロナ禍の間、校内研修が不十分に
なっていたため、教務主任等研修会を
実施し、「校内研修の進め方」につい
て研修を実施した。研修会の効果を高
めるため、集合型の研修会を実施し、
グループ協議を設定した。

資質向上事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

教育公務員特例法 110千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】教員としての多様なキャリアステージ
に応じた研修の場を提供し、広い視野と実践的
指導力を養うとともに、人間性や社会性を高
め、教員としての資質向上を図る。
【内容】①年次経験者研修支援②２年次教員研
修③ミドルリーダー研修員研修④校内研修指導
者派遣⑤研究員合同研修会⑥校務分掌等に応じ
た10の研修会の実施

会年職
員等

0人

実績 95.0% 98.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①604人

R5目標

　研修会に参加しやすい環
境整備により、教職員の学
びの機会を確保し、所沢市
の児童生徒への質の高い教
育実施に貢献した。

95.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

63,142千円

R5予算現額

63,142千円

R4正規職員人件
費

2.25 人

18,005千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.70 人 評価者

～ 21,819千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

38,279千円

R5予算現額

39,734千円

R4正規職員人件
費

0.25 人

2,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

4,707千円

R5予算現額

9,109千円

R4正規職員人件
費

1.40 人

11,203千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.40 人 評価者

～ 11,313千円 学校教育担当参事　吉川　誠

252
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

引き続き解消率の向上に努め
る。また、全ての事案が解消
するまで対応し、見届けを行
うよう、学校と連携し対応す
る。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 61,271千円

①児童生徒・保護者等から
の相談件数

②心のふれあい相談員への
相談件数

いじめの解消率（１２月末日現在）
※第2回埼玉県生徒指導に関する調査結果より

35人

R6目標

H14

16 平和と公正をすべて
の人にいじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員会条

例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱 62,550千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不
登校、就学等に関わる相談に対応し、学校の
ニーズに基づいて、個々の児童生徒に応じた支
援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・
中学校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童
生徒の支援を行う。

会年職
員等

35人

実績 63.0% 51.6%

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめ
の解消の要件として“被害者に対する心理的
又は物理的な影響を与える行為が止んでいる
状態が相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）
継続していること。”がある。12月末日の解
消のためには、9月中にいじめに係る行為が止
んでいる必要があり、まだ解決に向けて経過
を見届けている状態であるものが多くある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①724件

②15,139件

R5目標 R5実績

いじめの重大事態が発生した際、より
機動的な対応を取ることができるよ
う、学校へ指導助言を行い組織等を整
備する。

R5その他職員従
事割合

64.0% 51.6% 児童生徒が安心して学校
生活を送ることができる
ように、いじめの防止や
解消のための取組を行っ
ている。

会年職
員等

65.0%

252
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に
対する支援と児童生徒の健全育成を目的とす
るため、その中でもいじめの解消率を指標と
する。

所沢市いじめ防止基本方針の改訂(R4
年)を受けて、全校のいじめ防止基本方
針を改定した。また、R5年度当初に全
校においていじめ対応の研修を行っ
た。

健やか輝き支援事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

学校司書は、学校図書館利用の一層の
促進に効果をあげていることから、改
正学校図書館法の趣旨を踏まえ、全校
配置を継続できるよう努める。学校司
書の研修会を学校図書館主任研修会と
合同で開催し、学校図書館運営の更な
る充実を目指す。

R5その他職員従
事割合

22冊 22.5冊

学校司書の配置により、利用
しやすい学校図書館へ改善さ
れてきているが、各学校によ
る差が顕著に表れている。
今後も、授業での積極的な活
用、休み時間の学校図書館開
放、記録を確実に残す工夫等
を研修会において指導してい
く。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

33人

R6目標

H6

4 質の高い教育をみんな
に

優先 自治事務 34,944千円

①学校図書館における延べ
貸出冊数

②学校図書館における延べ
利用人数

学校図書館における1人当たりの年間貸出冊
数。

令和2年度に完了した学校司書の全校配置によ
り、利用しやすい図書室になったかどうかを
測るため、学校図書館における1人当たりの年
間貸出冊数を指標とする。
第3次所沢市教育振興基本計画では、令和10年
度の目標を27冊としているため、目標値等を
見直している。

学校司書に対する研修会について、校
種ごとの図書室の活動状況が見られる
ように、小学校・中学校各1回を会場に
選び、実施した。

学校司書配置事業
（小・中学校）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

学校図書館法 37,005千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を
図るため、学校司書（臨時的任用職員）が、校
長の方針に基づき、主に次の学校図書館業務を
行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

会年職
員等

33人

実績 20冊 23.7冊

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①529,223冊

②532,676人

R5目標

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への
興味関心を高めることが
できた。

23冊

252
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

全体的な数値目標は達成でき
ている。
本人・保護者、学校、教育委
員会等が協力しあって一人一
人に寄り添いながら丁寧に学
びの場の選択を行う。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 4,188千円

①就学相談票提出数

②就学支援相談員相談件数

就学支援委員会の判断どおりに就学した児童
生徒の人数の割合

3人

R6目標

H2

10 人や国の不平等をな
くそう所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談員設置要

綱 8,369千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護
者からの申込により、障害のある児童生徒の保
護者とともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学
校や特別支援学級、通常の学級の情報を提供し
つつ、児童生徒が在籍する園や学校を訪問し、
情報を収集し、就学先を判断して教育委員会に
答申する。

会年職
員等

3人

実績 75.0% 83.7%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①３４３

②６８６

R5目標 R5実績
就学先の決定にあたっては、保護者の
思いや考えを受容的に理解しつつ、正
確な情報を提供し、本人・保護者が自
ら適切な学びの場を選択できるように
する必要がある。就学支援委員同士の
情報共有と研修の充実を図り、より適
切な相談体制を構築する。

R5その他職員従
事割合

75.0% 80.7%
児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの
場を自己選択できるよう
に支援している。

会年職
員等

75.0%

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等
を理解しつつ、正確な情報を提供し、より適
切な就学相談をすることが重要であるため、
就学支援委員会の判断どおりに就学した児童
生徒の割合を指標とする。

WISC－Ⅴを導入した。検査では今まで
よりも細かなところまで把握すること
ができるようになった。

就学相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

15,180千円

R5予算現額

15,837千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

41,184千円

R5予算現額

41,610千円

R4正規職員人件
費

2.23 人

17,844千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.50 人 評価者

～ 20,203千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

125千円

R5予算現額

75千円

R4正規職員人件
費

0.38 人

3,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.44 人 評価者

～ 3,556千円
教育センター担当参事　中村
啓

252
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

市の心理士や配置校の県スクールカウ
ンセラーや相談員からの指導助言を受
け、スクールカウンセラーの相談の技
能や判断力等の資質向上を図る。

R5その他職員従
事割合

6000件 6831件

令和元年度にスタートした事
業である。県スクールカウン
セラー、相談員と連携し、配
置校での相談対応を行った。
目標を上回る相談対応を行
い、児童生徒が抱える様々な
課題に対応することができ
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

4人

R6目標

H31

4 質の高い教育をみんな
に

優先 自治事務 15,180千円

①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウ
ンセラーの相談対応件数を基に、各学校が所
沢市スクールカウンセラーを有効に活用して
いることを示す指標として設定した。

月１回以上の研修を実施し、スクール
カウンセラーの資質向上を図り、相談
の技能や判断力等の向上を図った。外
部講師を招いての研修会も実施し、知
能検査（WISC－Ⅴ）についての理論や
解釈について確認した。

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 16 平和と公正をすべて

の人に
- 15,837千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をス
クールカウンセラーとして市費にて4人任用し、
各学校に出向き、児童生徒と積極的に関わりな
がら支援を行うことで、子どもの発するSOSをよ
り的確に受け止め、問題の未然防止、早期発
見、早期対応の体制を一層充実させるものであ
る。

会年職
員等

4人

実績 5000件 7971件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①601回

②3093回

R5目標

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができる
ように、様々な課題に対
する相談対応を行ってい
る。

7000件

252
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　相談対応件数は目標値を達
成したが、不登校の要因が複
雑化しているため、各学校の
教育相談体制、教育委員会の
支援の一層の充実が必要であ
る。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 40,244千円

①面接相談

②電話相談・こども電話相
談

③巡回相談

相談対応件数

11人

R6目標

S36

3 すべての人に健康と福
祉を

教育センター主任相談員設置要綱など 40,151千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
4 質の高い教育をみんな

に

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の
諸問題に関しての相談を受け、その解決のため
の支援を行う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相
談、電話相談・こども電話相談、巡回相談、訪
問相談(登校支援、ふれあい相談室、スクール
ソーシャルワーカー)、医療相談、ケースカン
ファレンス、相談室啓発、教育支援センター
「クウェスト」

会年職
員等

11人

実績 8,000回以下 6,875回

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①のべ3,403回

②のべ2,319回

③のべ71回

R5目標 R5実績

　不登校児童生徒支援、相談内容の複
雑化が課題である。支援センターの機
能充実と他機関へつなぐ支援を進めて
いく。

R5その他職員従
事割合

7,500回以下 5,788回
　不登校児童生徒や環境に
課題がある家庭にSSWを派
遣し、適切な機関につなげ
る支援をした。

会年職
員等

7,500回以下

252
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

面接相談／電話相談／巡回相談　相談総数

　不登校児童生徒の増加により、幅広
い支援が求められるようになったた
め、他機関との連携を進めた。学校に
出向く支援の充実を行った。相談員が
相談活動に集中できるように働き方の
改善を進めた。

教育相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

　教員が子供と向き合える時間を確保
できるよう、講義型の研修会において
は、オンラインやオンデマンド型の検
討を行った。引き続き、子供と向き合
う時間の確保と研修の効果を考えた運
営を行う。

R5その他職員従
事割合

95.0% 99.4%

　当初予定した研修会を全て
実施できた。参会者の満足度
が100％に近いため、目標を達
成したといえる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 28千円

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アン
ケート回答数 　参加者のニーズを事前に把握し、こ

れに即した研修内容を準備することが
できた。

豊かな心育成支援
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 5 ジェンダー平等を実現

しよう
学習指導要領 51千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のため
に、各種研修により市内教職員の資質向上を図
る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科充実のための研修会
③学級活動充実のための研修会

会年職
員等

0人

実績 100.0% 96.1%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①150人

R5目標

　研修会に参加しやすい環
境整備により、教職員の学
びの機会を確保し、所沢市
の児童生徒への質の高い教
育の実現に貢献した。

95.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

400千円

R5予算現額

400千円

R4正規職員人件
費

0.61 人

4,881千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.47 人 評価者

～ 3,798千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

0千円

R5予算現額

379千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.32 人 評価者

～ 2,586千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

1,320千円

R5予算現額

1,320千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,616千円 学校教育担当参事　吉川　誠

252
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

　昨年度実績を上回ったが、
目標に至らなかった。医療、
心理、福祉の専門家から、教
育委員会や学校に対して、適
切な指導・助言を得ることが
できた。学校を巡回していた
だき、児童生徒の様子から、
個に応じた対応、学校の組織
的な対応などについて、直接
教職員や指導主事、心理士に
アドバイスしていただいた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 120千円

①心理

②福祉

③医療

活用回数

0人

R6目標

R2

教育相談アドバイザー設置要領 220千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】複雑ないじめ問題や自殺防止など、本
市の児童生徒の抱える課題解決のため、教育相
談アドバイザー制度を設置し、心理・福祉・医
療の三分野の専門的な見地から、学校へ指導・
助言及び教育的対応を支援する。
【内容】①学校に対する、児童生徒への指導内
容、方法に関する指導及び助言。②児童生徒を
支える教職員、保護者への教育的対応の支援。

会年職
員等

0人

実績 20回 8回

医療と福祉分野での学校の相談要請が少な
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10回

②2回

③2回

R5目標 R5実績

　各校の実態を把握し、支援を必要と
する学校へ適宜派遣を行えることがで
きるよう努める。

R5その他職員従
事割合

20回 14回

　専門家からのアドバイス
を受けることで、教職員の
資質向上を図った。会年職

員等
20回

252
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

心理／福祉／医療　活用総数
　支援の見通しが立ちづらいケースを
把握した際に、学校に活用を促した。

教育相談アドバイ
ザー支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

「考え・議論する道徳」の取組をさら
に充実させるために、学校との連携を
密にとり、研修会を充実させていく。

R5その他職員従
事割合

95.0% 100.0%

　参会者の満足度が100％のた
め、目標を達成したといえ
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R6

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 0千円

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アン
ケート回答数

当該校の研究が円滑に進むよう適宜学
校へ研究の進捗状況等の確認をすると
ともに、必要に応じて研究テーマ達成
に向けた助言等を行った。
また、研究テーマの深化に向けて当該
校より受けた進捗状況等を指導者へ速
やかに伝達した。

よりよい生き方を
実践する力を育む
道徳教育の推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

教育公務員特例法 379千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】「特別の教科　道徳」の全面実施から
数年が経過したことを踏まえ、更なる道徳教育
の充実を図るため、各地域や学校が抱える課題
を明確にし、学習指導要領を踏まえた効果的か
つ多様な指導方法を普及等による教員の指導力
向上、家庭・地域との連携強化など、課題改善
のための効果的な取組を推進するとともに、そ
の成果等について発信し、全県的な共有を図
る。
【内容】①研究発表会②「特別葉の作成」③先
進校授業見学及び研究発表会参加④校内授業研
究会実施

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①55人

R5目標

　教職員の学びの機会を確
保し、所沢市の児童生徒へ
の質の高い教育の実現に貢
献した。

95.0%

253
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

電話で顧問弁護士と直接相談
できる体制は、緊急時など迅
速な対応と判断が可能とな
る。また、学校関係の事案に
詳しい顧問弁護士に委託する
ことにより、教育的見地から
の解決方法の助言を得ること
ができる。これらのことか
ら、事業の効果が高いと考え
られるため、今後も事業を継
続していく。

R5年度に改善した点
16 平和と公正をすべて

の人に
重要 自治事務 1,320千円

①電話による相談

②事務所での面談

解決率

0人

R6目標

H26

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの
助言等により、学校における様々な問題を早期
に解決し、学校の適正な運営に資する事を目的
とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 87.1%

早期の対応を行っているものの、複数回の相
談を要し、解決までに期間を要する案件が
あったためと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①58件

②5件

R5目標 R5実績

校・園長会並びに学校法務研修会にお
いて、本事業についての周知を行うと
ともに、学校において問題が発生した
場合、校長に対して早期に本事業の活
用を含めた解決策を指導・助言してい
く。

R5その他職員従
事割合

100.0% 87.1%
法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学
校の適正な運営につな
がった。

会年職
員等

100.0%

多様化する学校の問題を早期解決し、学校の
適正な運営に資することを目的としているた
め、相談の解決率を指標とする。

学校管理職を対象とした学校法務研修
会の内容は、毎年同じ内容とならない
ように工夫を凝らしている。
令和５年度は、保護者からの相談対応
について、想定例から、どの対応が良
くなかったか、どうすれば良かったか
を考えさせる研修とした。

学校法律相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

11,861千円

R5予算現額

9,402千円

R4正規職員人件
費

0.80 人

6,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

13,460千円

R5予算現額

13,472千円

R4正規職員人件
費

0.80 人

6,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

2,700千円

R5予算現額

2,700千円

R4正規職員人件
費

0.10 人

800千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 808千円 学校教育担当参事　吉川　誠

253
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

本事業の予算配当などの事務について
効率化を図り、職員の業務負担軽減に
努める。

R5その他職員従
事割合

9点 9点

各学校では、特色ある学校づ
くりの配当予算を有効に活用
し、工夫し特色のある学校経
営を行っており、学校教育が
社会に開かれ家庭・地域との
連携も進んでいる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H13

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 11,853千円

①特色ある学校づくり実施
校

②1校・園あたりの平均配当
予算額

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果の
評価点（10点満点）の平均点。

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各
校（園）の成果の評価点の平均点を指標とす
る。

年度末に校長と対面で行っていた来年
度に向けてのヒアリングを、書類審査
の効率化と、学校の負担軽減のため、
書面提出により実施することとした。

特色ある学校づく
り支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 9,396千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材
を生かし、創造性あふれる教育課程を実施す
る。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・
助言を行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験な
ど、体験活動の充実を図る。

会年職
員等

0人

実績 9点 9点

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①47校・1園

②195,733円

R5目標

子どもたちの主体的な学
びにつながる教育環境の
整備を進めた。

9点

253
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

これまでも学校内外に児童生
徒理解の充実についての啓発
を行ってきたが、日常的な指
導の工夫の重要性（例えば、
授業規律の確立や明るく清潔
な校内環境、特別支援教育の
視点を取り入れた指導、定期
的な学校内外の巡視等）につ
いて、引き続き具体的な例を
示すなどして啓発していく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 12,997千円

①安全安心対策推進員によ
る学校訪問、地域に出向い
ての支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

暴力行為により指導を受けた児童生徒実人
数。（１２月末日現在）

3人

R6目標

H17

16 平和と公正をすべて
の人に所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、安全

安心対策推進員設置要綱 12,849千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学
校内外での事故や事件を未然に防止すると共に
地域の交通安全の推進・防犯体制の強化を図
り、安全で安心な学校と地域を構築して学校を
支援する。

会年職
員等

3人

実績 100人 64人

例年、故意的な暴力を計上している。各校に
丁寧な聴き取りを行ったことで、精査された
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①416回

②38回

R5目標 R5実績
非行問題行動、交通事故を学校だけで
防ぐことは困難である。家庭の協力、
地域との連携を深め、地域ぐるみで子
どもたちを守り、育てるという考え方
を啓発していく。今後も児童生徒の健
全な育成を目指して関係諸機関との連
携・充実を図っていく。

R5その他職員従
事割合

100人 93人
学校が地域と連携して学
校内外における児童生徒
の事件、事故及びいじめ
の防止等を図ることによ
り安全・安心な学校と地
域づくりを推進してい
る。

会年職
員等

指標変更予定

253
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力
行為により指導を受けた児童生徒数を指標と
する。

学校・家庭・地域の連携については、
令和５年度から段階的に「学校運営協
議会（コミュニティ・スクール）」を
導入したことから、今後は本会議の位
置付けを、いじめ防止対策推進法第１
４条の「いじめ問題対策連絡協議会」
に特化した会議体とするように、検
討・協議を進めた。

学校経営アドバイ
ザー事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

地域における指導者の人材発掘と適正
な活動を実施するために、各学校で部
活動顧問と外部指導員との連携強化を
図っていく。

R5その他職員従
事割合

5部 6部

外部指導員により、部活動の
技術向上や活発な活動の充実
につながっている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H11

４．質の高い教育をみん
なに

重要 自治事務 2,668千円

①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果
として確認するため、全国大会・関東大会出
場部活動数を指標とする。

各学校の指導回数再配分を1回行い、指
導回数がより学校の意向に沿うように
工夫した。

地域人材活用事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） １０．人や国の不平等を

なくそう
所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 2,391千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦
により教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をす
る。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に
謝金を支払う。

会年職
員等

0人

実績 5部 6部

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 64人

②15校

③ 2,391 回（報酬有分）
参考：報酬辞退者（2名）
　　　　計202回

R5目標

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に
質の高い専門的な指導を
受けることができた。

5部



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

R5予算現額

250千円

R4正規職員人件
費

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,212千円 学校教育担当参事　吉川　誠

R4予算現額

211千円

R5予算現額

254千円

R4正規職員人件
費

0.20 人

1,600千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.16 人 評価者

～ 1,293千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

198千円

R5予算現額

198千円

R4正規職員人件
費

0.21 人

1,680千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

253
学校
教育
部

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

初年度においては、国、県の
情報把握、所沢市の現状把握
について、様々な立場の検討
委員、事務局との共通認識を
持つために、十分に時間をか
けた。令和６年度は、具体的
な方向性や実施方法につい
て、協議を進める。

R5年度に改善した点
４．質の高い教育をみん

なに
優先 自治事務

①検討会議実施回数

検討会議開催率
実施回数÷実施予定回数全5回×100

0人

R6目標

R5

8 働きがいも経済成長も

150千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
17 パートナーシップで

目標を達成しよう

持続可能な部活動の実現と教師の負担軽減及び
生徒が文化芸術等に親しむ機会の確保を目的
に、休日の部活動の地域移行を段階的に実施す
るものである。

令和5年度は、検討会議の開催を行う。

会年職
員等

0人

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5回

R5目標 R5実績
・学校教育課が主管する文化部活動と
スポーツ振興課が主管する運動部活動
とを足並みをそろえて進めるために、
連絡を密にとり事業を進める。
・具体的な方策を迅速に進める。
・検討内容や決定事項等の周知に努め
る。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0% 本格実施により、生徒は
多様なニーズに応じた質
の高い指導を受けること
ができ、教員の働き方改
革や地域の人材の有効活
用に貢献できる。

会年職
員等

100.0%

254
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

国の審議会の提言により、令和５年度より令
和７年度の３年間が改革集中期間と示され
た。
本市においても段階的に実施するために、必
要事項について協議をするために必要な回数
を設定し、実施した。

R5年度新規事業

所沢市文化部活動
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

①については、安全が確保できる範囲
で、参加募集人数の上限を多くし、欠
席があった場合も、目標人数に達する
ようにする。②については、周知方
法、待ち時間でのクリニック開催、参
加賞配付など、工夫し、参加者数を増
やしたい。

R5その他職員従
事割合

①80組　②100人 ①61組　②54人

子供達の体力低下がある中、
運動好きになったり、運動を
するた目の目標となる事業
は、貴重と考え、地域の力を
活用し、保護者を巻き込み、
子供達を運動に向かわせ、運
動好きな子を増やし、体力向
上を目指すため、教室や大会
がその一端を担うと考える。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H26

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 135千円 ①親子手打ち野球＆ティー
ボール教室参加親子組数

②小学生持久走大会参加者
数

③さいたまブロンコスふれ
あいキャラバン

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。

②参加者数。

③開催学校数と児童生徒数。

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題
種目である投力の向上を図ることから、参加した
親子の組数とする。②令和4年度から学校単位での
参加ではなく、個人で申し込む持久走大会に変更
したため成果指標を参加者数とする。

持久走に関しては、男女別学年別の表
彰を行い、賞状やメダルを貰える児童
数を増やした。小学校体育連盟の協力
を頂かずに、スポーツ少年団、陸上競
技協会の協力を得て、実施すること
で、休日の教員の業務をなくした。

地域力活用運動好
きな子ども育成事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
スポーツ基本法 86千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢
市のスポーツ資源や特色を活かした事業を展開
する中で、運動好きな子どもを育成する。

会年職
員等

0人

実績 ①80組　②100人 ①38組　②72人
①については、申込み締め切り後のキャンセ
ルや当日の欠席があったため、目標を下回っ
た。次年度は、申し込み上限を増やし、目標
達成を目指す。
②大会の周知や、持久走に対して、苦手意識
があるので、申し込み定員迄至らなかった。
次年度は、周知の方法、待ち時間でのクリ
ニックや、参加特典の工夫を行い目標達成を
目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①61組

②54人

R5目標

地域人材を活用し、運動を
楽しむ機会を設定してい
る。投打の技術を中心に、
プロ選手を招聘し、直接指
導ができる場を設けてい
る。①80組　②100人

254
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

水泳（クロール）や鉄棒（逆
上がり）の習得については、
全国的にも課題になってい
る。
今後も家庭・地域との連携を
深め、運動好きな児童生徒を
育成する機会ととらえ、推進
していく必要がある。事業そ
の日に達成しなくても、その
運動が好きになれば、今後も
継続して、練習に取り組むと
思い、今後は指標の変更を検
討したほうが良い。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 198千円

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③親子なわとびチャレンジ

④さいたまブロンコスふれあい
キャラバンin所沢市民体育館

教室の目標を達成できた参加児童数の割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人数
×100）
※令和６年度は、楽しく活動でき、その運動
が好きになった子どもの割合に変更予定。

0人

R6目標

S47

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交付金交付
要綱 198千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、
体力向上を図るため実態を調査分析するととも
に、体力向上を目的とした事業や研修会などを
行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進
め、心身ともにたくましい児童生徒の育成を
図っていく。

会年職
員等

0人

実績 60.0% 17.0% ①水泳教室は会場を確保できずに未実施。
②教員が参加しやすいように、夏休み期間中
に実施日を変更したが、熱中症対策のため、
午前開催のみとした。逆上がりの特性上、１
日で習得することは難しい。
③本事業の目標が、親子の絆を深めるという
ことで、アンケート結果は１００%の成果をあ
げられた。④令和５年度から、中学生を対象
に開始した事業。参加した生徒はその運動が
好きかどうかについては１００％好きと答え
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①０名

②５２名

③４０名

④２５名

R5目標 R5実績

・運営を行う体力向上推進委員は教員
のため、休日の実施となる事業に関し
ては、少ない教員で、順番に運営を行
えるようにしたい。外部の力を活用
し、持続可能な実施方法を模索し続け
たい。

R5その他職員従
事割合

60.0% 71.0%
親子で運動に親しむことが
できる事業を実施してい
る。市内の教職員ととも
に、大学の准教授や連盟と
連携し、質を高めている。

会年職
員等

80.0%

体力向上を目的としていることから、小学生の中
で課題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数
を指標とする。目標値としては、事業実施校が毎
年変わる中で、参加した児童数の半数以上である
６割が達成できるようになることを目標とする。

・技能のスモールステップを改良して
取り組ませた。（鉄棒）
・新型コロナウイルス感染症対策のた
め、水泳教室は開けなかったが、動画
配信等でコロナ禍の運動する機会を設
けることができた。

児童生徒体力向上
推進委員会交付金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

380千円

R5予算現額

380千円

R4正規職員人件
費

0.26 人

2,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.22 人 評価者

～ 1,778千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

1,211千円

R5予算現額

1,179千円

R4正規職員人件
費

0.12 人

960千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.16 人 評価者

～ 1,293千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

R4予算現額

968千円

R5予算現額

968千円

R4正規職員人件
費

0.26 人

2,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円
スポーツ振興課長　三上　佳
明

254
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

新学習指導要領に準拠した年間指導計
画や、授業改善等について、学校への
情報提供や講習会の実施・運営を行
う。

R5その他職員従
事割合

72.0% 76.3%

学習指導要領の趣旨に基づい
た実技伝達講習会の充実で、
教師の指導力の向上を図って
いる。
授業研究会や親善体育大会等
の充実で、児童の体力向上を
図り、運動好きな児童の育成
を図るこの事業の役割は大き
い。継続的に取り組みを支援
し、目標達成が出来るように
する必要がある。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S24

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 380千円

①体育の授業を行うことに
難しさを感じている小学校
教職員の割合

体育の授業を行うことに難しさを感じている
小学校教職員の割合
（R1～R3の3年間の割合の平均値を下回ること
を目標として設定する）

前回までの指標は小学校の運動クラブに所属する
児童の割合であったが、事業の目的を評価する上
で適切ではない為、新たな指標とした。児童全員
に確保されている運動の場は学校で行う体育の授
業である。体育の授業を指導する小学校教職員が
体育の授業を自信をもって指導することが、運動
好きな児童を育成することに直結すると考え指標
とする。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導
力の向上と、各学校の体力の現状並び
に強みや課題を意識した授業力の改善
を図る授業研究会の実施。

小学校体育連盟補
助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童
のスポーツの振興と体力の向上するための事業
を支援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るた
めの授業研究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５
ブロックに分けた「親善体育大会」の実施。

会年職
員等

0人

実績 72.0% 83.0%
　R4年度より指標を変更した。若い世代の教
職員も増加しており、教科書の無い体育の指
導法について、難しさを感じている教職員は
多い、今後も小学校体育連盟と連携し、指導
法の伝達を行っていく。
　未達成の要因としては、若い世代の教職員
が増加していること、各校の体育の指導力の
向上を図る体育主任の経験年数も若年化して
いることが考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①76.3%

R5目標

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

72.0%

254
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値を毎年達成
しており、体力調査事業につ
いては、一定の成果があがっ
ていると考えている。
今後、より一層各学校の生徒
の実態を把握し、指導等にい
かせるように各学校へ働きか
けていきたい。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 1,044千円

①所沢市立中学校全生徒の
新体力テストの分析

県の標準値を上回る当市の項目数

0人

R6目標

H15

スポーツ基本法 1,058千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保
持増進と体力向上を図ろうとする態度を育てる
ことを目的としている。また、教師が生徒の体
力の実態を把握し、指導等に活用するため。

会年職
員等

0人

実績 35項目 28項目

生徒のスクリーンタイムの増加やコロナ禍に
より、運動量の低下、運動内容の変化に偏り
があり、体力の低下したと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①27項目

R5目標 R5実績
児童生徒の運動機会の減少があり、全
国的に体力が低下傾向にある。新体力
テスト測定の調査集計に紙媒体のもの
を使用していたが、タブレット端末で
行うインターネットを活用した記録・
集計ソフトも出てきているので、効果
検証をし、導入についても検討する。

R5その他職員従
事割合

35項目 27項目
生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標
値やアドバイスを活用する
ことができる。学校は集計
結果を指導に活用できる。

会年職
員等

35項目

254
教育
総務
部

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

４８項目中、７割以上の項目が上回るように目標
を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課

題を明らかにした保健体育授業の推
進。

中学生体力調査事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

運動部活動の指導者と若手教員の育成
をするため、授業研究会をより充実さ
せる。休日の部活動の扱いについて
は、協議を重ね、生徒の活動の充実を
第一に考え進めていく。

R5その他職員従
事割合

70.0% 不明

中学校における運動部活動の
意義は、学習意欲の向上や責
任感、連帯感の涵養等、体力
向上にも大きな役割を果たし
ている。
しかしながら、国が進める休
日の部活動の地域移行につい
て少子化による部員数の減
少、生徒の多様なニーズに合
わせた活動環境の整備、教員
の業務負担軽減の観点から、
所沢市においても推進してい
ることから、今後の中体連の
在り方についても、協議して
いく必要がある。運動好きな
生徒の育成を図るため、関係
機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指し
たい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S24

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 968千円

①所沢市中学校体育連盟主
催大会参加者の割合

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、同
等の数値としていたが、新型コロナウイルス対策
として、引き続き大会参加人数の削減がおこなわ
れていることからこの数値にしている。

熱中症対策、感染症対策を講じなが
ら、生徒の活動の充実を目指し、大会
運営を行った。

中学校体育連盟補
助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱 968千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向
上やスポーツ精神を養うために組織されている
団体を支援している。当該団体では、事業計画
に従い、教員の指導力の向上を図るための授業
研究会や、生徒のスポーツ精神の涵養や体力向
上を図るため、部活動の大会を運営している。

会年職
員等

0人

実績 60.0% 66.2%

中体連担当者が、参加人数の把握を行ってい
ないことと、正確な人数を把握することが難
しいため、来年度は、指標の変更を行いた
い。新たな指標としては、中体連事業の数を
指標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①不明

R5目標

部活動指導員の配置やガイ
ドラインの策定で部活動の
活性化や負担軽減につなげ
た。授業研究会にて指導力
を高めている。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,250,550千円

R5予算現額

1,917,350千円

R4正規職員人件
費

0.90 人

7,202千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 教育施設課長　市村　浩昭

R4予算現額

4,166千円

R5予算現額

255,310千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.80 人 評価者

～ 6,465千円 教育施設課長　市村　浩昭

R4予算現額

21,751千円

R5予算現額

21,465千円

R4正規職員人件
費

0.07 人

560千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.06 人 評価者

～ 485千円 教育総務課長　鈴木　健

255
教育
総務
部

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

昨年に引き続き、計画どおり
に洋式化、バリアフリー化、
臭気対策等について、教育環
境の整備を進めることができ
た。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 526,207千円

①設計実施件数

②改修工事実施件数

市立小中学校における大便器の洋式化率

0人

R6目標

H26

6 安全な水とトイレを世
界中に

- 724,658千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

家庭や公共施設のトイレの洋式化が進む中、学
校トイレについては、その多くが和式で、また
老朽化が進んでいることから、学校環境の向上
のため、学校施設のトイレについて、洋式化、
バリアフリー対策、臭気対策、給排水管の改修
等を行うものである。

会年職
員等

0人

実績 53.0% 54.6%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15校

②15校

R5目標 R5実績

昨年度より屋内運動場のトイレ改修や
校舎２系統目の施工を行っているた
め、今まで以上に学校や営繕課との間
の連絡調整を蜜に行うように努める。

R5その他職員従
事割合

56.0% 57.7%
設備の老朽化による給排水
管の改修、洋式化、バリア
フリー化等の実施により学
校環境の向上に貢献した。

会年職
員等

59.0%

255
教育
総務
部

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

大便器の洋式化を図っているため、洋式化大便器
数／全大便器数により洋式化率を算定する。 改修計画に伴い基準仕様書の見直しを

行い、学校や設計施工監理を行う営繕
課と連絡調整を行った。

学校トイレ改修事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

年々学校施設の老朽化が進んでいる
が、財政状況や、緊急性を総合的に勘
案しながら、児童生徒の安全を第一と
した修繕・改修に努める。

R5その他職員従
事割合

1件 1件

児童生徒の安全性の確保のた
め、滞りなく改修工事を実施
し、学校環境の改善を図るこ
とができている。今後も学校
施設の老朽化が進むことか
ら、計画的に事業を進める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R4

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 3,431千円

①設計実施件数

②改修工事実施件数

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づく短期予防保全計画に基づくため、その他学
校環境の安全性の確保のため実施する改修工事件
数を指標とし、緊急性や財政状況等を考慮した目
標設定とする。

令和５年度の作業工程を見直し、次年
度の早期発注に向けた調整を行った。

中学校校舎内部改
修（木質化）事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 109,670千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

これまであまり手を加えることができなかった
校舎内部の改修を行うこととしており、改修に
あたっては、国や県及び本市の法律や方針にお
いて、木材利用の促進や木造化を推進すること
とされていることから、木材を活用した校舎内
部改修を行うものである。

会年職
員等

0人

実績 1件 1件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 0件

② 1件

R5目標

学校環境の向上、ＣＯ２排
出量の削減及び光熱費等の
維持管理費の縮減に貢献し
た。

1件

256
教育
総務
部

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

保護者負担の軽減という点に
おいて、一定の成果があげら
れていると考えている。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 21,496千円

①交付対象児童生徒数

補助額

0人

R6目標

S49

4 質の高い教育をみんな
に

所沢市立小中学校保護者負担軽減補助金交付要綱 21,302千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

小中学校において保護者が負担する教育活動に
必要となる経費の一部を学校に補助金として交
付することで、保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図るこ
とを目的とする。
学習材料費を対象経費としていたが、令和４年
度から校外活動費や部活動用具費等も対象とし
ている。

会年職
員等

0人

実績 21,496,000円 21,496,000円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①23,546人

R5目標 R5実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護
者の負担軽減のために必要に応じて単
価については検討していく。

R5その他職員従
事割合

21,301,800円 21,301,800円
児童生徒の人数、各校の実
情に応じた額の補助金を交
付することで、保護者の負
担軽減を行う事ができた。

会年職
員等

21,025,200円

保護者負担の軽減を目的の１つとしているため、
補助額を指標とする。

令和4年度からの制度改正につき、更な
る情報共有を図るため、新たな異動者
（校長、教頭、事務担当者）に対し、
特に丁寧な説明及び対応を行った。

保護者負担軽減補
助金交付事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

156,960千円

R5予算現額

154,765千円

R4正規職員人件
費

1.53 人

12,243千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.08 人 評価者

～ 8,727千円 教育総務課長　鈴木　健

R4予算現額

1,433千円

R5予算現額

2,750千円

R4正規職員人件
費

0.57 人

4,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.51 人 評価者

～ 4,121千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.13 人

1,040千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.14 人 評価者

～ 1,131千円 経営企画課長　並木　茂幸

256
教育
総務
部

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

物価上昇傾向が強い中、就学のための
費用を捻出できない家庭が増加する恐
れがある。就学援助を利用できる家庭
が援助申請をもらすことの無いよう、
制度の周知に一層努める必要がある。

R5その他職員従
事割合

4,090 3,184

義務教育の円滑な実施という
点において、一定の成果があ
げられていると考えている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S57

1 貧困をなくそう

重要 法定受託事務＋附加 135,731千円

①支給金額

②一人当たりの支給額

支給対象人数
義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対象人
数を指標とする。

申請書の受付開始時期について、開始
時期を3月から2月に前倒ししたことに
より、3～4月に集中していた入力作業
を分散させるとともに、申請期間に余
裕を持たせることで保護者の負担軽減
にも寄与した。

就学援助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱
所沢市就学援助実施要綱 134,178千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学
させることが困難な保護者に必要な援助を行
う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配
布・受付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者
を決定（認定）する。
③認定者には学用品費等を支給する。

会年職
員等

0人

実績 4,381 3,253

保護者からの申請により支給を行うものだ
が、予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①134,177,362円

②42,141円

R5目標

児童生徒がいる低所得世帯
に必要な経済援助をするこ
とで、教育環境の向上に貢
献した。

3,898

市内の教育の場を誘致する
べく、必要な調整を行っ
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H25 推進

256
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

　小学校3、４年生に副読本を
確実に配付し、社会科の授業
を充実させた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 1,166千円

①副読本活用状況

副読本活用率

0人

R6目標

R4

11 住み続けられるまち
づくりを

学習指導要領 2,750千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

【目的】
学習指導要領に基づき、本市独自の社会科副読
本を作成することで、社会科の指導内容の充実
を図り、児童自身が住む郷土を正しく知り、ふ
るさと所沢を愛する児童の育成に寄与する。

【内容】
小学校第３学年、第４学年に配布する副読本、
それぞれ２８００冊の作成・印刷を委託するも
の。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①100％

R5目標 R5実績

　副読本を充実させるため、引き続き
内容に係る研究を進めていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
　ふるさと所沢を愛する児
童の育成に寄与し、住み続
けられるまちづくりの意識
の向上につなげた。

会年職
員等

100.0%

R5目標

257
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

副読本を活用した学級の割合
　副読本の内容を見直し、改訂作業を
行った。

小学校社会科副読
本作成委託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

開校後の産官学連携等、状況に応じた
調整を行っていく。

R5その他職員従
事割合

推進 推進

誘致については、開発行為な
ど解決すべき様々な課題が想
定されることに加え、学校法
人の運営に関わることである
ことから、当初のスケジュー
ル通りに遂行するためには諸
調整が必要である。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 0千円

①学校法人、県及び市の関
係部署と調整し、誘致に向
けた課題解決を図る

誘致に向けた調整等の推進

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定さ
れることから、昨年度と同様、関係各所との情報
共有と十分な調整を行い、令和6年の開校に向け、
事業の円滑な推進に努める。

開校後の連携を見据え、COOL JAPAN
FOREST構想の観点から、ソフト面につ
いても情報共有を図った。

私立学校誘致推進
事務

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校
を誘致する。

会年職
員等

0人

実績 推進 推進

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①学校法人及び自治体との
情報共有や開発指導など、
開校に向けて最終調整を
行った。


